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１、　はじめに
本件「日の丸・君が代」強制事件は、最高裁による「付審判請求」（特別抗告）の「棄却」決定（'07/4/23）で、一応の司法的決着が謀られました。
しかし、被疑者・石原らを「不起訴」（罪とならず）とした司法判断の内容（理由）は、肝心の憲法判断を全く避けているばかりか、法理的にも道理的にも一般常識から全くかけ離れた詭弁であり、到底、納得出来るものではありません。しかも、直接に意見を闘わすことを避けた一方的な「棄却」通知です。
このことは、つまり、権力側は彼らの論理が公開審理（裁判）には耐えられないことを知っているからこその「門前払い」に他なりません。（裁判で「勝つ」自信があれば、裁判の審理過程で縷々論述した方が国民に対する施策への説得力が遥かに増します）

　最近の裁判事例を見てみると、靖国訴訟、ピアノ伴奏訴訟、戦後補償訴訟、「君が代」強制解雇訴訟等々、そして、この本件「日の丸・君が代」強制事件への対応において、検察と裁判所が一体となって現在の国家体制（政治権力）を何が何でも守りきる姿勢に立ち切った様子が見て取れます。
それは、日本（の司法や行政）が、靖国問題をはじめ南京虐殺や従軍慰安婦等の歴史認識問題や天皇や政府の戦争責任問題等々、これまで長らく抱え込み過ぎたいわゆる「日の丸・君が代」問題と言われる「戦後処理関連課題」を、この期にすべて戦前志向の国粋主義的観点で強権をもって一方的に決着させ、一気に国民を国家主義的な「未来志向」に切り替えさせようとする意図に基づくものです。

  つまり、これら最近一連の司法判断は、政治の構造改革を掲げた小泉首相の後を継いだ安倍首相の言う「戦後レジームからの脱却」のため、司法に「時代のけじめ」を付けさせるための象徴的な「国策司法」であるように見えます。（時代の転換期にはよく行われます） ですから、これでようやく「（忌まわしい）戦後」は終わりにし、新たな超国家管理型国粋主義の「（輝かしい）戦前」（美しい国）に踏み出させようとするものです。
安倍政権のそうした強硬方針は、性急な「教育基本法」の改悪（’06/12/15）や憲法改悪の為の手続き法である「国民投票法」の制定（’07/5/14）、そして、改悪・教育基本法の実行法としての教育3法の改悪（’07/6）等の拙速立法にも現れています。

　こうした政治潮流に乗り、東京都の教育行政を統括する石原都知事らは、その権力を濫用し「従わねば懲戒処分」の脅しと強要で教職員に「日の丸・君が代」への敬意尊崇形態を強制しています。それは、反体制思想を（心の中に）抱くことすら許さなかった戦前の思想統制と政治弾圧が、現代に於いて「再現」されたと言えるほど苛酷で不当なものです。

正に、こうした権力の横暴と抑圧から国民を護るために制定された憲法19条（思想良心の自由）ではありますが、裁判所（最高裁）や検察審査会は、石原らの違憲違法な権力の濫用を訴えた我々の告訴告発には耳を貸さず、石原らを擁護（不起訴・罪とならず）してしまいました。

　司法権力がいかに「法的な納得を強要し不当な服従」を強いようとも、また、政治権力者がその「権力的抑圧の合法性を装う隠れ蓑」としていかに司法を利用しようとも、人権と民主主義の歴史の名において石原らの横暴と不正義な「国策司法」をこのまま放置するわけにはいきません。
２、 事 案
事　件：　2004(平16)年12月1日から6次にわたり東京地方検察庁（以下、東京地検）へ石原都知事らを告訴告発した事件【事件番号：平成16年検 第40903～40905】（「日の丸・君が代」強制事件）に関し、東京地検当局が下した「不起訴」処分（’05(h17)/12/28）を不服として、告訴告発人らは、直ちに、東京地方裁判所（以下、東京地裁）に「付審判請求」の申し立て(‘06/01/05)をした。

　　　       そして、本件は、東京地裁 刑事第10部において【平成18年(つ)第15号 付審判請求事件】として審査されたものの、本付審判請求は「棄却」の決定（’06(h18)/8/1）を受けたことにより、東京高等裁判所（以下、東京高裁）へ「付審判請求」の「抗告」（’06/9/20）を為した。
　　　　　　　しかし、この「抗告」も東京高裁より「抗告棄却」決定（’07/2/23）を受けたため、最高裁判所（以下、最高裁）へ「特別抗告」の申し立て【平成19年（し）第104～118号】（’07/3/5）をしたが、「棄却」の決定（’07/4/23）を受けた。
　　　　　　　　　【原審】…東京高等裁判所 平成18年（く）第460号ないし第474号

　　　　　　　　　　　　　　付審判請求棄却決定に対する抗告事件（東京高裁 第11刑事部）
　　被疑者：　 東京都知事：石原慎太郎、元教育長：横山洋吉、元指導部長：近藤精一）

罪　名：　 公務員職権濫用罪　（脅迫罪、強要罪に係わる）

３、 「付審判」を求める意見の要約
　　学校の儀式における「国旗（日の丸）、国歌（君が代）」への敬意・忠誠・表出形態を、「10.23通達」や「職務命令」を用いて強制する東京都知事：石原らの教育施策は、職権を濫用した違憲違法な犯罪行為（職権濫用罪、脅迫罪、強要罪）であることは明らかなので、本件請求人らは、東京地検に対し、2004 (平成16)年12月1日より6次に渡り石原らの刑事告発を行った。【事件番号…平成16年検第40903～40905号】（「日の丸・君が代」強制事件）
　　その告発を受けた東京地検当局は、2005 (平成17)年12月28日に、被疑者石原らを「不起訴」処分（罪とならず）とした。

　　そこで、この「不起訴」処分を不服とした本件請求人らは、2006 (平成18)年1月5日に、東京地裁に対し本件の「付審判請求」の申し立てをした。【平成18年（つ）第15号付審判請求事件】しかし、同地裁は、2006(平成18)年8月1日に、この「付審判」請求の「棄却」を決定した。更に、東京高裁へ付審判請求「抗告」の申し立て（2006/9/20）をしたが、同高裁は、地裁の原決定を支持し付審判請求の「抗告棄却」（2007/2/23）をした。
　　しかしながら、本件に対する、東京地検の「不起訴」処分、東京地裁や高裁の付審判請求「棄却」及び「抗告棄却」の決定は、その捜査や審査の不足乃至過誤から生じたものである。
とりわけ、東京地裁や高裁の付審判請求「棄却」決定「理由書」の内容には、本件「付審判」請求人らの申立書や理由補充書や数多くの意見書、陳述書等々を真摯に吟味した形跡は微塵もなく、裁判所（裁判官）独自の視点にも欠け、被疑者らを「不起訴」（罪とならず）処分(‘05(h17)/12/28)とした東京地検の資料をそのまま「丸写し」にしたかと思えるほど「形式的適法性」を説くに過ぎないものである。これは、「検察庁、裁判所の一体化」を疑わせて裁判所（裁判官）の独立性への不信感を想起させるものである。
　　また、「公訴権」が検察に独占されている現在の司法制度にあって、「付審判請求」は国民主権の立場から「訴追権」の救済制度ともいえるものである。そのため、「付審判請求」に関しては広く請求を認めて「審判」を開始し、憲法32条（裁判を受ける権利）の保障を措置すべきであると思われるにも拘わらず、東京地裁、及び、東京高裁は、安易に本件「付審判請求」の「棄却」を決定してしまった。このことは、憲法32条（裁判を受ける権利）を不当に制限するものであり、憲法の国民主権や法治主義の理念を蔑ろにしていると云わざるを得ない。
被疑者石原らは、その権力の濫用と欺瞞的な行政手法により、憲法を蹂躙し人権を抑圧して都政や公教育に、彼らの頑迷ともいえる個人的信念に基づく国粋主義・全体主義的施策の徹底を謀っている。そして、その一環としての本件「日の丸・君が代」強制事件において、国歌（君が代）斉唱等の「義務無きこと」の強要や、「苛酷な処分を背景にした職務命令」による脅迫などによって、憲法的権利（内心の自由等）の行使を妨害する犯罪行為を行い、配下教職員に対する「思想弾圧」を断行している。これは、過去に例のない許さざるべきファッショ的政治犯罪行為である。首都東京において、被疑者石原らの、憲法理念と民主主義の根幹を蔑ろにするこうした権力犯罪を放置することは、我が国司法の存在と憲法の権威を損なうことになる。
そこで、本件請求人らは、被疑者石原らが策する「形式的適法性」の装いに惑わされることなく、本件「日の丸・君が代」強制事件の本質的犯罪性を透徹する審査を極めることを最高裁に求めることにした。そのために、最高裁へ付審判請求の「特別抗告」（’07/3/5）を為し、東京高裁の原決定を取消して本件を「審判に付す」決定を要請した。
しかしながら、最高裁が本件「付審判請求」特別抗告を「棄却」と決定（’07/4/23）したことにより、本件「日の丸・君が代」強制事件は一応の司法的決着をみることとなり、被疑者・石原らの「不起訴」（罪とならず）が確定した。……詳細後述（第8項）
４、 最高裁へ「特別抗告」に至るまでの主な経過
(1) 2003 (平成15)年10月23日～
被疑者：東京都知事・石原慎太郎、同：元教育長・横山洋吉、同：元指導部長・近藤精一らは、職権を濫用して、「国旗（日の丸）に向かって起立し、国歌（君が代）を斉唱する」ことを本旨とした国旗国歌への敬意・忠誠・表出形態を指示強制する、いわゆる「10.23通達」及びそれに基づく服務の実施、及び、不服従の場合は服務上の責任を問う旨の「職務命令」を発した。
そして、卒業式等の学校儀式において、国歌（君が代）斉唱時に「不起立」でいた職員を懲戒処分等に付するなど、配下教職員に対する、国歌（君が代）斉唱等の「義務無きこと」の強要や「苛酷な処分を背景にした職務命令」による脅迫などによって、憲法的権利（内心の自由等）の行使を妨害する犯罪行為を現在に至るまで継続的に行っている。
なお、本件に拘わって「職務命令違反」として、戒告、停職、再雇用不採用、再雇用取り消し等の「懲戒処分」の被処分者は、2003 (平成15)年度以降これまでに422名を数えている。
(2) 2004 (平成16)年12月1日 ～ 2005 (平成17)年12月26日
本件、告訴告発人らは、前項(1)の石原らの犯罪事実について、東京地検に対し6次に渡り（’04/12/1,12/20,’05/2/18,4/22,’05/12/9,12/26）職権濫用罪、強要罪、脅迫罪容疑で「刑事告訴告発」をし【事件番号…平成16年検第40903～40905号】として受理された。
（※ なお、平成17(2005)年4月22日現在、本件に関わる告訴人は21名、告発人は393名、告訴人代理人弁護士は133名、賛同人は4322名である）
(3) 2005 (平成17)年12月28日
東京地検は、前項(2)の刑事告発事件の被疑者石原らを「不起訴処分」（罪とならず）とした。
(4) 2006 (平成18)年1月5日
本件、告訴告発人ら388名は、前項(3)の「不起訴」処分を不服として東京地裁に「付審判請求」の申し立てを行い、【平成18年（つ）第15号付審判請求事件】として受理された。

(5) 2006 (平成18)年8月1日
東京地裁は、前項(4)の付審判請求を「棄却」と決定した。
(6) 2006 (平成18)年9月20日
本件請求人らは、前項(5)の東京地裁による付審判請求「棄却」決定を不服として、東京高裁に付審判請求の「抗告」申し立てをした。　（※ なお、抗告申立人は383名〈告訴人14、告発人369〉、抗告人代理人弁護士は139名である）
　(7) 2007 (平成19)年2月23日
東京高裁は、前項(6)の付審判請求の「抗告」を「棄却」と決定した。
(8) 2007 (平成19)年3月5日
　

本件請求人らは、前項(7)の東京高裁による付審判請求「抗告棄却」決定を不服として、最高裁に対し付審判請求の「特別抗告」を申し立てた。【平成19年（し）第104～118号】
【原審】…東京高等裁判所 平成18年（く）第460号ないし第474号

　　　　　　　　　付審判請求棄却決定に対する抗告事件（東京高裁 第11刑事部）
　(9) 2007(平成19)年4月23日
　最高裁は、本件「付審判請求」特別抗告を「棄却」と決定した。

※　なお、コクコクの会では、本件に関わる東京地検による「不起訴」処分(‘05(h17)/12/28)を不服として、検察審査会へも「審査」の申し立てをした。
第一次…東京第二検察審査会への「審査」申し立て……2006(h18)年2月17日

第二次…東京第一検察審査会への「審査」申し立て……2006(h18)年10月31日

第三次…東京第二検察審査会への「審査」申し立て……2007(h19)年1月16日
しかし、それぞれの検察審査会から「不起訴相当」の不当議決を受けた。（第一次：2006(h18)年10月4日、第二次：同年12月14日、第三次：2007(h19)年4月11日）

　　　裁判所への「付審判請求」と検察審査会への「審査の申し立て」の内容は重なることが多いので、本項では、「検察審査会」への「審査」申し立て行動の内容については割愛している。
５、 意見の詳細
　(1) 被疑者 石原らの犯罪事実
被疑者石原らは、都内公立学校の学校儀式において、「国旗(日の丸)に向かって起立し、国歌(君が代)を斉唱する」ことを本旨とした国旗国歌への敬意尊崇表出形態を、その職権により、いわゆる「10.23通達」として定め、従わなければ懲戒処分にするという「職務命令」の脅し（脅迫罪）をもって配下教職員に強制（強要罪）している。　
これら、国歌斉唱等の「義務無きこと」の強要や「苛酷な処分を背景」にした脅迫などによって憲法的権利（内心の自由等）の行使を妨害する犯罪行為は、以下の諸点からなる。

① 学校教育の破壊
　　学校に対する教育行政は、まず、教師達や保護者、生徒から信頼され評価されるものでなくてはならない。そうでなければ、どのような教育政策や行政施策も実りある結果をもたらさないであろう。
しかし、「日の丸・君が代」強制に象徴される強権的、独善的な「石原教育改革」によって、現在、都内の学校現場に溢れているのは、不安と不信と絶望と諦めである。教育活動にとって、一番重要な「信頼協力関係」があらゆる場面で壊れてしまっている。　
その学校現場にあるのは、教委により完全支配された「校長」権限の強化による官僚主義的・市場原理主義的学校経営だけである。石原教育改革の独裁的官僚統制により、学校における民主主義的運営や憲法的・教育基本法的教育の理念は、窒息させられてしまっている。
（※「教育基本法」は、2006(h18)年12月15日に「改悪」されている。本稿で「教育基本法」に触れた記述がある場合は、特に断りがあるもの以外、旧「教育基本法」の条文、及び、その理念を指す）

② 公教育の「私物化」、「愛国洗脳教育」
　　「日の丸・君が代」への敬意尊崇表出形態の強制は、被疑者石原らの従来からの国粋的・全体主義的思想信念より導き出されているものであることは、石原らの過去の発言や行動から明らかである。そして、そこには、「日の丸・君が代」に象徴される右翼的な「愛国心や国家への崇敬」という精神構成を教師、生徒の内心に醸成しようとする狙いがある。

憲法19条（内心の自由）を蹂躙してまで「日の丸・君が代」強制を「貫徹」しようとする石原らの強引な行政手法と強硬な「信念」は、偏狭なナショナリズムそのものである。

そのことは、極めて復古的・国粋的であり侵略戦争を賛美し偏向しているとの批判が強く、しかも、採択率が全国平均で僅か0.2％に過ぎない、いわゆる「新しい歴史教科書をつくる会」主導の扶桑社版「歴史・公民教科書」を強力に推進し、被疑者石原自らが選任した教育委員らを通じて、都立の養護学校や中高一貫校などで採択させたことにも現れている。
これらは、自己の思想を押し付ける公教育の「私物化」と「愛国洗脳教育」に他ならない。
こうした、強引な手法による敬意や忠誠、つまりは「愛国心」の強要は、国論を分裂させ対立を招き、却って、「日の丸・君が代」への嫌悪感を増すばかりでなく、「愛国心」どころか「（嫌）国心」を増大させている。また、民主主義や人権意識を蔑ろにすることで、国民同士の融和を阻み「民力」の低下を招いている。

③ 憲法19 , 21条等、基本的人権条項違反
「日の丸・君が代」を強制する、いわゆる「10.23通達」と、それに基づく「職務命令」の内容は、憲法19条（思想及び良心の自由）等の基本的人権条項に違反する。

憲法が保障する権利の内容が、たとえ、「公共の福祉」観点から「内在的制約」を受ける場合があるとしても、それは極めて限定的に適用すべきであり、今回の、東京地検の「不起訴」処分や東京地裁の付審判「棄却」決定の「理由」に見られるような「網羅的」な適用は憲法の精神に反するものといわざるをえない。
本件の「日の丸・君が代」強制事件が提起する「内心の自由」こそが、憲法が国民に保障を想定している内容のものである。
また、当然ながら、違憲な内容による教育施策としての「日の丸・君が代」強制は、「公共の福祉」には当たらない。
④ 違憲 違法な「10.23通達」、「職務命令」の発出
　　被疑者らは、「10.23通達」や「職務命令」は法的拘束力のある「学習指導要領」の基づいているのだから「適法性」があり、公務員は従う義務がある、としている。
一般的に、公務員の「公共性に由来する特質」により憲法19条（内心の自由）等の制約が認められ、「通達」や「職務命令」の服務が義務化される場合がある。しかし、本件「10.23通達」やそれに基づく「職務命令」は、別項に詳述されるように内容的に違憲違法なものであり、従わねばならない義務は生じない。
よって、この「10.23通達」や「職務命令」により、公務員に憲法19条（内心の自由）等の「内在的制約」も生じない。
⑤ 「内心」の強制
本件において、被疑者らは、配下教職員に対し、公務員としての「公共の福祉」観点の制約から、個人の「内心」は「内在的制約」として「その内心の外形的表出」とは「分離」し、公務員としての義務的な「外形的表出」（行為）だけを求めているものなので、個人の「内心」の自由を犯したり「内心」への強制をしたりしているわけではない、と主張している。

具体的には、ある個人が国歌（君が代）を歌いたくないという「内心」を持つことは自由である。しかし、公務員には「公共性に由来する制約」の観点から国歌（君が代）を歌えという「職務命令」には従わねばならぬ義務がある。
そして、この場合は、職務命令により「歌う」という「外形的表出」（表現）行為を求めているに過ぎず、その個人の「内心」を変えることまで要求していない。つまり、君が代を「歌う」という行為は、個人の「内心」からは「分離」された、「職務上の義務的行為」（表出）である。よって、その個人の「内心の自由」を犯したり、ある観念での一定の「内心」を強制したりすることにはならない、よって、憲法19条違反にはならない。という詭弁である。
人間にとって、社会生活上、「内心」と異なる「行為」（外形的表出）をすることが全く無いわけではないが、基本的には「内心」と「外形的表出」は不可分のものであり、それを違えることは多少とも精神的苦痛を伴うものである。
まして、「思想、信条」というようなレベルの内心に違える行為をすることは、人格的苦痛とでもいうべき重大な責め苦であり、歴史的にはキリシタンの「踏み絵」や、戦前の取り調べ時における拷問や「転向」などの例でよく語られることである。
それだからこそ、憲法19条で「内心の自由」の保障がなされているのである。これには当然、その内心に基づく「外形的表出」行為も連動していなければ、憲法19条でいう「内心の自由」の保障は、実質的意味をもたない。
被疑者らや東京地検の「不起訴」処分や東京地裁の付審判「棄却」理由書がいうほど、「内心」と「外形的表出」の「分離」は簡単なものではなく、司法当局者が、この「内心と外形的表出（行為）の分離」の論理に「詭弁」の意識無く、何の疑問も持たずにいるのだとしたら、それは、全く、正常な市民感覚からはずれており、司法官としての人権意識に関する資質を完全に欠いていると云わざるを得ず、即刻、弾劾されねばならない。
また、学習指導要領に基づく学校教育の指導内容として、「日の丸（国旗）・君が代（国歌）」への一定の敬意・忠誠形態の「外形的表出」（行為）を強制して求める以上、そこには当然、その「行為」に見合う「心」が伴うことを求められるであろう。

もし、心が伴わない「虚礼」を国旗国歌の指導に認めることになれば、それはそれで問題であり、そこにあっては、その個人の「内心」に、「日の丸・君が代」への敬意・忠誠を誓う「心」も求められると考えるのが自然である。

ここにおいて、「外形的表出」（行為）の強制は、「内心」への強制に結びついている。

　　⑥ 憲法99条（憲法尊重擁護の義務）違反
憲法99条（憲法尊重擁護の義務）により、国民に率先して憲法を尊重擁護すべき当事者であるべき被疑者石原らは、憲法が国民に保障する基本的人権（内心の自由、表現の自由等）を犯すことにより我が国の憲政制度や民主主義の理念そのものを蔑ろにしており、都政の指導者としての適格性に欠ける。

　　⑦ 学習指導要領の「法規性」からの逸脱
本件「10.23通達」や「職務命令」がその根拠としている「学習指導要領」には、旭川学テ事件の最高裁判例（昭和51(1976)年5月21日）として「大綱的基準性」としての「法規性」があるとされ、被疑者石原らは、この「法規性」のある学習指導要領に基づく「通達」や「職務命令」には「適法性」があるとしている。

しかし、東京地裁の付審判「棄却」決定(h18［2006］/8/1)理由書には、「（本件通達や職務命令は）法規性のある学習指導要領に沿う（ので適法性がある）」と、発信経路の形式的妥当性（適法性）を認めているに過ぎず、本件請求人が審理を求めているような、本件通達や職務命令の内容そのものの合憲性、適法性を認めているものではない。
また、旭川学テ事件の最高裁判例（S51/5/21）は学習指導要領の大綱的基準性としての「法規性」に関して「誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法26条、13条の規定上からも許されない。…不当な支配にあたれば法的拘束力を失う」と極めて「限定的」に「法規性」を認めているに過ぎない。
更に、本件「10.23通達」や「職務命令」の内容は、憲法19条（内心の自由）を蹂躙した形で「日の丸（国旗）、君が代（国歌）」への具体的な敬意尊崇表出形態を指示強制しており、この判例の「法規性の限定」を逸脱しているだけでなく、学校で定めるべき具体的な教育課程編成権をも侵害している。

　　⑧ 教育基本法 第10条（教育行政）違反
　　　　教育行政は、本来、教育目的の遂行に必要な諸条件の整備確立を目標として行われるべきものであり、それは、主に物理的、制度的条件整備を指すものと解される。
本件被疑者らの「日の丸・君が代」強制のように、（教育行政自らが）違憲・違法な「日の丸・君が代への敬意・忠誠形態」の細部にまでわたる学習内容を「通達」で定め、一方的な理論や観念を生徒に教え込むよう学校教育に指示強制することは、教育基本法第10条にいうところの「教育への不当な支配」にあたる。
また、学校で定めるべき具体的な教育課程編成権をも不当に支配している。
　　　
　　⑨ 職権濫用罪、強要罪、脅迫罪
違憲な内容の「10.23通達」に基づく「職務命令」は、思想信条の強制をもつものであり、上司の指揮監督権に基づく指示命令の範囲を逸脱している。

また、それに背いた場合には不当な「懲戒処分等」を伴っているため、配下教職員は「意に反した屈従、及び、義務なきことの強要」を受け、「憲法的（内心の自由）権利行使の妨害」を受けることとなるのであり、この「通達」及び「職務命令」は上司（被疑者ら）の職権濫用に基づく強要、脅迫にあたる。
更に、本件「10.23通達」は、その強制において違憲な内容であるとともに、被疑者石原らの個人的教育観、国家主義的歴史観を学校教育に反映させ、いわば、「公教育」の「私物化」を図るために教職員を服従させようとする権力の濫用（職権濫用罪）である。

　　⑩ 信用失墜行為、及び、背任行為
被疑者石原らは、本件の「日の丸・君が代」強制と併せ、極めて復古的・国粋的であり侵略戦争を賛美し偏向しているとの批判が強く、しかも、採択率が全国平均で僅か0.2％に過ぎない、いわゆる「新しい歴史教科書をつくる会」主導の扶桑社版「歴史・公民教科書」を強力に推進し、被疑者石原自らが選任した教育委員らを通じて都立の養護学校や中高一貫校などで採択させている。しかも、採択理由の明確な「説明責任」も果たしていない。
これらは、現行憲法を否定する自己の信念を公教育に強制して学校教育の内容を「私物化」しようとしたり、不法に教師や生徒を国粋主義・全体主義的国家観で「愛国的洗脳化」しようとしたりするのに等しく、憲法99条により憲法の尊重擁護義務を負った為政者に、憲法理念による都政運営と教育施策の実現を期待している都民（国民）への信用失墜行為、及び、背任行為にあたる。

また、被疑者石原らのこうした反動的姿勢は、アジア諸国を始め世界の人々に、日本の「軍国主義」、「国粋主義」、「拡大主義」復活への警戒心を呼び起こし、日本の教育政策における民主的な合理性についての国際的信用を失墜させ国益をも損なっている。

　　⑪ 恣意的な不当処分、思想弾圧
「懲戒処分」は、職員の職務上の失態や不良行為等の際に下されるものである。
本件事例の場合、処分そのものが不当であるのは言うまでもないが、その処分内容が戒告や停職や再雇用の取り消し等、過去に例を見ない苛酷なものであるだけでなく、他の「処分例」と比べても極めてバランスを欠いた重いものであり、恣意的にして不公平なものである。
（※ 例えば、実例として、過去にセクハラ行為で処分された経歴を持つ教職員が再雇用されている例があるのに、本件に係わるある教職員は、卒業式の君が代斉唱時に約40秒間「不起立」で居たことだけを理由に再雇用の採用取り消し処分となっている。
また、「処分」による昇進や異動への影響だけでなく、経済的損失も大きい。

因みに、都教委の試算によると、42歳の教員をモデルとした場合、一回の「戒告」で退職までに受け取る給料や期末手当、退職金の合計額は約90万円減り、「君が代」斉唱に係わるこれまでで最も重い処分である「停職3ヶ月」になると、約370万円の減収になるとしている。　なお、「処分」３回で、「教員不適格」とされ、事実上、退職に追い込まれる。　更に、本来は定年から年金支給年齢までの雇用保障のために実現し、希望者は全員雇用が前提とされ、不合格者は健康上の理由以外は想定していないとされる「再雇用」が取り消されると、5年間で約1000万円以上の減収となる）
　　　　これら、恣意的な「不当処分」は、本件に関連し、苛酷な処分による他職員への「見せしめ効果」を狙ったものであることは言うまでもない。
そして、また、被疑者らが、「日の丸・君が代」への敬意尊崇表出形態の徹底強制を謀るにあたって、職務命令違反者らへの対決姿勢と強迫姿勢を強める上で、かつて例がない程のファッショ的暴挙を執ることにより、異論・反論を許さず「思想弾圧や不服従抑圧」を断行することを内外に示す強い「意志性」の表れである。
更に、個人の「内心の自由」を蹂躙してまで「日の丸・君が代」的な反動思想を伝道したいとする彼らの強い「思想的確信性」を物語っている。
⑫ 本件犯罪を主導する被疑者石原
　　本件の「日の丸・君が代」強制は、被疑者石原個人の従来からの言動や行動から導き出され、彼が都知事の職に就いてから実施されているものであり、本件の直接的担当者（権限者）であり古参の都職員である被疑者横山や同近藤らがその部署に就いてからの独自の発案による施策とは到底考えられない。（関係者を職権で捜査すればすぐに判明することである）
つまり、本件は、被疑者石原が他の被疑者らと常に共謀しているのみならず、石原が「黒幕」として本件を計画し主導していると見るのが極めて妥当である。
⑬ 継続的再犯の危険性
被疑者石原らのこの犯罪行為は、その強い確信性、意志性、継続性から、過去、現在に止まらず、制度的には将来にも渡りいつまでも繰り返される危険をもっている。
(2) 憲法理念の蹂躙
① 国民主権及び民主主義社会の根幹たる人権条項
本件による「日の丸・君が代」の強制は、現憲法の根幹理念の一つである 内心の自由（憲法19条）等、人権条項を蔑ろにし、国民主権の理念や民主主義制度を破壊するものである。
本件に関わる主な条項を挙げてみると、以下のようになる。

「憲法」……11条（基本的人権）、12条（自由及び権利の保持義務と公共福祉性）、13条（個人の尊重と公共の福祉）、15条（…公務員の本質…）、17条（公務員の不正行為による損害賠償）、19条（思想及び良心の自由）、21条（…表現の自由…）、97条（基本的人権の由来特質）、98条（憲法の最高性…）、99条（憲法尊重擁護の義務）等。

② 憲法の成立理念、「日の丸・君が代」的なものからの決別
日本人にとって、「日の丸・君が代」というシンボルは、300万人もの戦死者、戦災死者の犠牲だけではなく、原爆を始めとした戦災、空襲、外地からの引き揚げ、抑留、そして、戦死した兵隊の7割近くが「餓死」であったとする痛ましくも無謀な戦争の記憶であり、為政者により赤紙１枚で戦争に駆り出され、踏みにじられ、人生を狂わされた人権の記憶である。　
また、侵略被害を受けた中国、朝鮮、アジア諸国の人々にとって、「日の丸・君が代」というシンボルは、2000万人を超える死者と、日本軍による破壊、殺戮、略奪、皇民化教育、徴用、徴兵、従軍慰安婦等々、忘れられない恐怖と憎悪と屈辱の記憶である。

「日の丸・君が代」は、旧帝国憲法下の軍国主義体制の状況のすべてを象徴する特別な意味を持つものであり、単なる儀式の「添え物」では済まない歴史を抱えている。

本件被疑者らの犯罪行為は、戦前の天皇制軍国主義、全体主義体制が国民の言論や表現の自由を抑圧し悲惨な戦争の惨禍を招いたとする痛烈な反省から、いわゆる「日の丸、君が代的なもの」からの決別を謳った現憲法の成立理念を蹂躙し踏みにじる行為である。
そして、戦後これまでの約60年間培われてきた民主教育の歩みを根こそぎ覆し、戦前的価値観の教育への回帰を決定づけようとする象徴的なものである。

③ 異議や抵抗は、憲法的義務、権利
　　地位や権力を濫用し「日の丸・君が代」への敬意・忠誠形態を強制する被疑者石原らの明らかな違憲行為に対し、非暴力や平和的な方法で、その学校行事本体の進行を妨げることなく、「君が代」斉唱中に「不起立」でいたり、「斉唱」を拒んだり、曲の「伴奏」を辞退したりすることで、その「異議」や「抵抗感」を表明することは、憲法や教育基本法の遵守尊重を宣誓した教育公務員にとって当然の義務であり、また、憲法や教育基本法を生かすための権利でもある。　
ましてや、上司の犯罪行為に追従的従属でいたり無批判でいたりすることは、積極的、或いは、消極的共犯に等しいと言える。
(3) 司法の責任
　　
こうした事態にあって、被疑者石原ら都政権力者の暴走・圧政を抑止する機構として、我が国司法の果たすべき役割は大きい。

裁判所（裁判官）においては、諸法規の成立理念にも及ぶ検討での適正適用は勿論のこと、現在の憲法状況を始めとする諸情勢、そして、裁判官の「自由心証主義」の原則による独自の資料審査と評価を尽くし、検察や政治権力や特定政治勢力に誘導されない独立性をもって、本件への責任有る最終司法判断を期待するものである。

① 東京地検の怠慢　（被疑者石原ら「不起訴」処分）
本来、為政者によるこれ程までに重大な違憲違法な職権濫用行為に対しては、憲法秩序維持を使命とする司法当局（検察）自らが摘発断罪すべき事柄であるにも拘わらず、長らく検察は被疑者石原らを放置し続けている。

また、検察当局は、本件告訴告発人らからの告発を受けたにも拘わらず、十分な捜査も行わないままに過誤と偏見に満ちた判断を下し、平成17(2005)年12月28日にその権限において被疑者らを「不起訴」処分（罪とならず）とし、国民主権の代理人としての「公訴権」を放棄してしまった。これは、政治権力の横暴に対する検察の容認であり、政治権力者へのおもねりに等しい。
② 東京地裁、東京高裁 及び 最高裁 の怠慢（「付審判請求」の棄却、及び、「抗告」の棄却）
前項①の事態に対し、本件請求人らは、すかさず、東京地裁へ「付審判請求」(h18［2006］/1/5)を申し立てたが、東京地裁は、本件請求人らの申立書や理由補充書や数多くの意見書、陳述書等々を真摯に吟味した形跡は微塵もないばかりか、形式的な審査の後、裁判所（裁判官）独自の視点を示すこともなく、東京地検が被疑者らを「不起訴」処分（罪とならず）としたのと同じ論理で、この「付審判請求」を「棄却」(h18［2006］/8/1)した。

そこで、また、本件請求人らは、東京高裁へ付審判請求の「抗告」（h18［2006］/9/20）をしたが、高裁は、地裁の「原決定」を支持し、「抗告」を「棄却」（2007/2/23）した。
更に、最高裁に付審判請求「特別抗告」(‘07/3/5)を申し立てたが、同裁は「原決定」を支持し「特別抗告」を「棄却」(‘07/4/23)した。

（※ それぞれの「棄却」理由等については別項で詳述）

これでは、検察と裁判所が「一体化」（癒着）したのと同じであり、裁判所の「司法的チェック機能」が果たせず、両機関が対置されている意味が無く、国民のための公正な裁判が保障できなくなると同時に、最終的司法判断を仰ぐべき裁判所の独立性と権威をも失い、司法正義の実現を願う国民からの付託を裏切ることとなる。
③ 「付審判請求」及び「検察審査会」制度の形骸化
「公訴権」が検察に独占されている現状にあって、「付審判請求」および「検察審査会への審査申し立て」は国民主権の立場から「訴追権」の救済制度といえるものである。そのため、「付審判請求」や「検察審査会への申し立て」に関しては広く請求や申し立てを認めて正式な「審判」（裁判）を開始し、憲法32条（裁判を受ける権利）の保障を措置すべきであると思われるにも拘わらず、東京地裁や東京高裁、および検察審査会は、独自の見解を示すこともなく東京地検と「一体化」し安易に本件「付審判請求」の「棄却」や、検察による「不起訴相当」を決定してしまった。
このことは、憲法32条（裁判を受ける権利）の理念を不当に踏みにじり、「付審判請求」や「検察審査会」制度の形骸化を招くばかりか、憲法の国民主権の理念や法治主義の精神を蔑ろにしていると言わざるをえない。
④ 「検察庁、裁判所」の一体化　
東京地裁の付審判「棄却」決定(h18［2006］/8/1)「理由」の内容は、別項5で詳述するように、昨年末(h17［2005］/12/28)、被疑者らを「不起訴」処分とした東京地検資料をそのまま「丸写し」にしたかと思えるほど被疑者らの「欺瞞的適法性」を説くものに過ぎない。
特に、「公務員職権濫用」等の「権力犯罪」は、「形式的適法性」を装うのが常であり、その欺瞞を打ち破ることこそが「司法」に託された責務である。
しかし、東京地検は、被疑者らへの事情聴取での「職権濫用をしているという認識はなかった」との供述や、被疑者石原と他の被疑者らとの「共謀」についても「職務権限がなかった」とか、「共謀はしていない」と「公言」していることだけで職権濫用や共謀の容疑がないと結論づけている。そして、その後、付審判請求を受けた、東京地裁や東京高裁は、裁判所としての独自捜査をすることもなく、東京地検のそうした「不起訴」決定理由をそのまま適用し、本件付審判請求を「棄却」したり、「抗告棄却」したりしている。
そこには、付審判請求に際し提出された本件請求人らの「申立書」、「理由補充書」、「陳述書」、「意見書」、「証拠書類」等々、数多くの提出資料を真摯な態度で審査分析した形跡はなく、裁判所（裁判官）独自の審査に基づく見解もなく、東京地検の「不起訴」処分の「後追い」、「追認」、「迎合」に過ぎない。
それは、本件に関し、極めて固定観念と偏見に満ちた「始めから結果ありき」の内容であり、「検察庁、裁判所の一体化（癒着）」を疑わせ、裁判所（裁判官）の独立性への不信感を増幅させるものであり、民主的で公正な裁判への疑念を抱かせるものである。
⑤ 司法ファッショ　（公開裁判での審理を）
本件に関する東京地検の「不起訴」処分(h17［2005］12/28)、そして、その「付審判請求」を受けた東京地裁の「棄却」決定(h18［2006］8/1)「理由書」や東京高裁の「抗告棄却」決定（h19［2007］2/23）「理由書」には、当方（本件請求人）が本件に係わり数多く提出した諸書類において主張した内容が、事実認定以外、何一つ採用されていない。
そこで、東京地裁や東京高裁が、本件に付審判請求「棄却」決定の判断を下したということは、裁判所（裁判官）は、本件請求人の主張はすべて退け、本件を「不起訴」処分（罪とならず）にした東京地検の主張をすべて採用し判断していることを表している。
しかし、東京地裁の「付審判」棄却「理由」（つまりは東京地検の不起訴「理由」）の内容は、別項5で詳述するように、それこそ、憲法に関わる重大問題であり、検察官や裁判官が一方的に判断し決定できる内容のものではなく、本件請求人の主張も交えて公開の裁判の場で十分に審理すべき内容である。

東京地裁によるこの付審判「棄却」決定は、裁判も開かずに裁判所（裁判官）が勝手に「判決」を下しているに等しいものである。裁判所（裁判官）は、原告、被告双方の主張に平等に耳を傾け、公平公正な審理を重ねて最終的な司法判断を下すべきであろう。
「付審判請求」は、検察に独占されている「訴追権」の「救済措置」として、相当程度の理由無しには「棄却」してはならないものであり、国民主権に基づく憲法32条（裁判を受ける権利）を補完する制度である。
そこにあって、これまで、東京地裁や東京高裁は、東京地検の本件への「不起訴」処分に対する「チェック機能」を果たせないばかりか、却って一体化を疑わせるような対応で、本件請求人らに対しその理由を十分に示せないまま一方的に本件付審判請求の「棄却」を決定した。

このことは、裁判所（裁判官）自らが、「付審判請求」制度の趣旨を軽んじているばかりか、その権力の一体化と仲間意識から、本件請求人らの要請に真摯に応えず「裁判を受ける権利」を妨げ、重大な権力犯罪の封印を謀ろうしているに等しい。これらは、裁判所（裁判官）による「裁判ファッショ」、乃至、「司法独善」とでも言うべき暴挙であろう。

(4)、 国際条約、勧告　違反
　　①　「教員の地位に関する勧告」 (1966年)
本件における被疑者らの教育施策は、多くの点で、1966年に採択され我が国も批准しているILO（国際労働機関）とUNESCO（国連教育科学文化機関）の合同専門家委員会（CEART）による「教員の地位に関する勧告」（以下、「教員の地位勧告」）の多くの条項に違反している。

教師の地位に関する「国際基準」とされている「教員の地位勧告」では、教員の地位を、「社会の平和と進歩のための教育において教師の役割は重要であり、その（社会の）発展のためには〈学問の自由〉を有する教員が専門職として尊重され、その自由を保障し、それなりの権限と待遇を与えられ、そして、教育政策決定の場にしっかり位置づけられなければならない」とし、教育制度と政策の中で、教員を教育の専門職として尊重し、教育政策の重要部分を担わせねばならないとするものである。
　　　しかし、現実の日本では、特に東京の教育行政当局における「教員の地位」の認識は極めて遅れている。文科省や教育委員会の強力な「縛り」の下での学校自由化（多様化）による学校間格差や競争教育、人事考課や業績評価等の職階制での「もの言えぬ教師作り」など、学校教育を「国家目的」遂行のための下僕とし、特に、教師の専門性を蔑ろにして政権の管理統制下に置こうとする「教育改革」が進行している。
　　　そして、本件「日の丸・君が代」強制にも見られるように、被疑者石原ら都教委は、教員の地位や権威を認めず、却って蔑ろにすることで教育の権力支配を図っている。
こうした日本及び東京の教育政策は、「教員の地位勧告」の理念に180度反する内容である。

この「教員の地位勧告」に関し、全教（全日本教職員組合）が平成14 (2002)年6月に、現在、日本で行われている「人事考課制度」と「指導力不足教員政策」について同「勧告」が遵守されていないとして、同「勧告」を主管するILO/UNESCOの合同専門家委員会に対し申し立て（提訴）を行った。
このことに関し、ILO/UNESCOは、全教の主張を全面的に認め、平成15 (2003)年11月に、日本政府および文科省に対し、「教員の主張に耳を傾け、「教員の地位勧告」を遵守するよう」との「報告書」（是正勧告）を出したが、日本政府及び文科省は、「勧告には法的拘束力がない」、「これらは管理運営事項であり協議の必要はない」とした。その後も、二度、「是正勧告」が出されているが、無視し続けている。
そこで、ILO/UNESCOの合同専門家委員会は、2007年秋に、日本へ教育調査団を送り込み日本における「教員の地位勧告」の実施状況を現地調査することになっている。
　②　「子どもの権利条約」(1989年)
また、これも、東京地裁の付審判「棄却」理由書で触れられていることではないが、本件における被疑者らの施策は多くの点で、「子どもの権利条約」(1989年)にも違反している。

「子どもの権利条約」は、子どもを「保護の対象」としてではなく「権利の主体」と捉えて、生存、保護、発達、参加という包括的権利を保障するばかりでなく、特に、思想、良心及び宗教の自由等の基本的人権が子どもにも保障されるべきことを定めている。（※「子ども」の定義は18歳未満の者）
　　　そして、第12条「自己の意見を形成する能力のある子どもが、その子どもに影響を及ぼすすべての事項について自由に自己の意見を表明する権利を確保する」。第13条「子どもは、表現の自由についての権利を有する」。第14条「思想、良心及び宗教の自由についての子どもの権利を尊重する」。等々と、細かく規定している。
  　「日の丸・君が代」強制問題も、生徒らに意見表明の場を与えずにその強制がなされることは、明らかに、「子どもの権利条約」に違反すると云わざるを得ない。
　　　この「教員の地位勧告」や「子どもの権利条約」は、現在も有効な「国際基準」であり、国として批准した以上、（国際条約や勧告は）誠実に遵守することが求められている。
日本政府のように、自分にとって都合の悪い条約や勧告は意識的に「無視」し「（国際規範には）法的拘束力がない」などと開き直る傲慢な態度は、「国際社会において名誉ある地位を占めたいと思う」（憲法前文）日本が、「国際法規は誠実に遵守する」（同98条）と日本国憲法に明記した国際公約にも反することになるばかりでなく、国としての国際的な信頼や「好感度」を失い国益を大きく損ねるものである。
　

つまり、これらのことは、本件にも繋がることであるが、昨今、問題となっている、靖国参拝問題、従軍慰安婦問題、太平洋戦争や東京裁判の評価問題等々、我が国の「歴史認識」の問題や「戦争責任」問題とともに、「国際社会の中で名誉ある地位を占めたいと思う」（憲法前文）とする日本にとって、真摯に対応していかなくてはならない問題である。

６、 東京地裁による、付審判請求 「棄却」決定（’06(h18)8/1） 理由書 について
「棄却」決定 理由 と その問題点
① 事実認定について、
　　  【棄却理由 要旨】
被疑者の職務内容と本件通達及び本件職務命令の発出、そして、それらに基づく処分等の発令は、「付審判」を求める事実として認定しているが、被疑者のうち、石原だけは職務権限を有していない。
【問題点 反論】

　　　　　　被疑者石原は、多くの権力犯罪者の場合と同様に、部下に実務を負わせ、本人は表向き職務権限を有していない形態を取ってはいる。しかし、これまでの多くの疑獄事件等と同様に、本件も「黒幕」としての石原の「承認」無しには何事も進まず、彼が他の被疑者らと共謀しているだけでなく彼が本件のすべてを計画し主導しているのは客観的状況として明らかである。（関係者を職権で捜査すればすぐに明らかになるであろう）
② 本件通達及び本件職務命令の合憲性及び適法性について、
　    【棄却理由 要旨】　
本件通達及び本件職務命令の前提となる「学習指導要領」には法的拘束力があり、その中に「国旗国歌を指導するものとする」と定められているので、校長や教員は（生徒に）指導するものとされている。よって本件通達は学習指導要領に沿うものと認められる。

【問題点 反論】

本件通達は「（法的拘束力のある）学習指導要領に沿う」という記述のされ方をしており、本件「通達」の形式的発信経路の妥当性（適法性）が認められているに過ぎず、「通達」内容そのものの合憲性、適法性を評価したものとは認められない。
また、「理由」書は、旭川学テ事件最高裁判例（S51［1976］/5/21）がいうところの「大綱的基準性」としての学習指導要領の「法的拘束力の限界」つまり、「誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法26条、13条の規定上からも許されない。…不当な支配にあたれば法的拘束力を失う」を意図的に無視しており、学習指導要領の「国旗国歌を指導するものとする」という「大綱的基準」の実現形態として、本件「日の丸・君が代」強制の具体的な敬意・忠誠形態の内容の強制が、憲法や学習指導要領に適合するかについての吟味を欠いている。
更に、一方的な理論や観念を生徒に教え込むよう強制することは「教育に対する不当な支配」となる。（教育基本法10条）
③ 本件通達及び本件職務命令と憲法19条との整合性（合憲性）について、
【棄却理由 要旨】

公務員は、職務の公共性に由来する制約を受けるので、内心の自由を理由に拒絶することはできない。つまり、（本件で）教職員の思想、良心の自由等を制約することも公共の福祉にかなうものとしてやむを得ない。よって、本件通達、及び本件職務命令は違憲、違法であるとは認められない。
【問題点 反論】

違憲、違法な「通達」の内容には「公共性」など無いのは明らかであるが、本件「日の丸・君が代」強制と憲法19条（内心の自由）との関わりについては、為政者側に都合の良い公務員の「公共の福祉」観点による「内心の内在的制約」ばかりが説かれ、思想、良心の自由等の制約もやむを得ないとされている。

そこには、憲法19条を始めとする憲法の成立理念の考察や、「内心の自由」と「外形的表出」の不可分性、及び、関係性やその限度についての言及もなく、人権の擁護、民主主義社会形成のために「内心の自由」の果たすべき役割等、憲法19条の本質的意義については全く触れられていない。
「公共の福祉」は、憲法に対して絶対的優位性をもつものではなく、その内容が個別に吟味されなければならず、本件の場合、「日の丸・君が代」強制による憲法19条の制約もやむを得ないとする明確な根拠が示されなければならない。
また、そもそも、「日の丸（国旗）に向かい起立し・君が代（国歌）を斉唱する」という敬意尊崇表出形態を指示強制することが、学習指導要領上許されることなのか、また、何処に「公共の福祉」性が有るのかについても判断されなくてはならない。

更に、一番の問題は、ある個人に、学校教育の内容として国旗国歌への一定の「敬意・忠誠」形態の「外形的表出」（行為）を求める以上、それには当然、それに見合う「心」が伴うことが求められるのであり（心が伴わない「虚礼」を国旗国歌の指導に認めることになれば、それはそれで問題である）、そこにあっては、強制される「外形的表出」（行為）に見合う「心」として、一定程度の「観念」が、個人の「内心」へ強制されると考えるのが自然である。
つまり、個人の「内心」の「外形的表出」が、公共の福祉観点により「制約」されるだけでなく、ある「外形的表出」（行為）をすることの強制が、ある特定の「観念」を「内心」に持つことを「強制」するわけであり、そこにおいて「内心の自由」が侵害されていることは明らかである。
本件の場合、学校儀式に於いて、当人が「君が代」斉唱中に不起立であったり、斉唱に加わらなかったり、曲の伴奏を辞退したりした方法は極めて静粛にして平和的であり、その外形的表出（行為）の「物理的影響」で、具体的に儀式そのものの進行や、全体の「君が代」斉唱が阻害されたりしたわけでも無い。　よって、そうした場合に、公務員のもつ「公共性の由来特質」により、当人のもつ憲法上の「内心の自由」が制限され、「君が代」を歌うことを「職務命令」で「強制」されても「やむを得ない」とされるほど、君が代斉唱に「公共の福祉性」は無い。
また、当人の（不起立という）外形的表出（行為）が儀式全体に与える「精神的影響」の観点から見ても、会場内におけるこの（不起立という外形的表出）行為の評価や波紋は一様ではなく、学校儀式の「君が代」斉唱における「公共の福祉性」を損なうとは全く言えない。
それどころか、こうした相対的に弱い力関係にあり圧迫された環境の中で、個人の「内心の自由」と、その「外形的表出」（行為）を保つことが難しい状況の中でこそ、憲法19条の保障が生かされなくてはならないとするのが、その成立理念であろう。
　
なお、こうした時における「懲戒処分」というものは、君が代斉唱中に「不起立」であったという物理的「外形的表出」（行為）に対してのものではなく、明らかに、その行為（態度）が表現するところの、「日の丸・君が代」が象徴するもの（国家や天皇）への精神的な敬意・忠誠観念（内心）に対しての評価（処分）である。

ここにあって、本件「日の丸・君が代」への敬意尊崇表出形態の強制は、「君が代を歌う」という、その物理的な外形的表出（行為）の強制を目的としているのではなく、精神的なその敬意・忠誠観念（心）そのものを強制しようとしているのであり、憲法19条が保障しようとしている「内心の自由」を侵犯することは明らかである。
そもそも、日本の過去の歴史から、いまだ「日の丸・君が代」の強制には異論が多くあることであり、現時点に於いて、「日の丸・君が代」強制が、国民的合意や容認を受けているとは言い難い。そうしたときに、「日の丸・君が代」強制を公務員の「公共性の由来特質」による「内心の自由」の制約対象とすることはできない。
つまりは、公務員の「公共性の由来特質」論による「内心の自由」の制約には、その「日の丸・君が代強制」自身が持つ「公共の福祉性」が必要であるが、本件の場合、それは無いのであり、そうした点においても、本件における、「内心の自由」の「制約」は、事実上、内心への「侵害」となっている。そうした「侵害」は、「制約も、やむを得ない」とするその「公共性の由来特質」による憲法的限度を超えており憲法上許されない、と見るべきである。
このように、「10.23通達」に基づく懲戒処分等を伴う「職務命令」は、事実上、内在的制約を遥かに超えて思想信条の屈辱的な「転向」を迫るものであり、こうした場面で「内心の自由」の権利を憲法19条が保障できないとしたら、憲法19条は画餅であり存在意義はないも同然である。

更に、この付審判「棄却」理由書は、「公共の福祉」観点を口実に、「内心の自由」に安易な「内在的制約論」を持ち込み、人間にとっての「内心」の重さの「希薄化」を謀ろうとするばかりであり、司法に携わるものとしては必須の資質であろうところの合理的、普遍的、公正な「人権感覚」も欠落していると言わざるを得ない。
更に加えて、裁判所として、日本の憲法状態を監視し維持すべき立場からの、昨今の日本の右翼的世相、反憲法的政治情勢、更に、いわゆる「日の丸・君が代」的な軍国主義、国粋主義、天皇制全体主義復活の許容傾向等、現在の日本の憲法状況の検証分析と、本件「日の丸・君が代」強制の果たす教育的、社会的役割についての考察もない。

④ 公務員職権濫用について、
【棄却理由 要旨】

　　　　　　教育委員会や被疑者らは、通達や職務命令を発したり、処分等を付したりする権限を有している。そこにおいて、裁量権の逸脱、濫用は認められない。
【問題点 反論】

教育条件の整備確立を本務とする被疑者らが、「通達」という事務連絡手段を用いて、その役割を超えて学習指導要領に基づく教育内容（国旗国歌を指導するものとする）に関して「日の丸・君が代」への具体的な敬意・忠誠形態の指示命令をすることは、教育基本法 第10条（教育行政）にいうところの「教育への不当な支配」にあたり明らかな「職権濫用」である。

また、通達及び職務命令の内容は、その「命令」による緊急的対応の必要性、危険性の回避、業務内容の徹底、統一性の保持等、通常、「命令」を発しなくては得られない緊急性や必要性のメリットが認められない。つまり、「日の丸・君が代」への敬意・忠誠形態といった教育学習内容の研究や考察や指導は、通達や職務命令といった事務的、緊急的、上意下達的な伝達手段には馴染まない内容のものであり、もっと正常な教育的方法で議論を尽くすべき問題である。こうした場合に、上司の指揮監督権に基づく一方的な指示命令手段を使って、被疑者らが、自らの個人的「意志や思想」を徹底伝達しようとすることは、「職務命令」としての範囲を逸脱しているといえる。こうした、上司の「恣意的」、「個人的」思惑による「命令」は、「職権濫用」にあたるといえる。

更に、本件「10.23通達」の内容は、石原らの通常の言動、行動等からも分かるように、個人的教育観、国家主義的歴史観を学校教育に反映させるために教職員を服従させようとする権力の濫用（職権濫用罪）である。

⑤ 被疑者 石原について、
【棄却理由 要旨】

　    　　　本件通達の発出等について何らの権限も有していない上、他の被疑者が同罪を構成しない以上、石原についても公務員職権濫用罪は成立しない。
【問題点 反論】

被疑者石原は都知事であり都の最高責任者ではあるが、本件の「通達」や「職務命令」の発出には直接的な職務権限が無いことを装っている。しかし、都当局による、学校の教育計画への指導強化、管理運営規則等の改定、人事考課制度、成果主義、性教育やジェンダーフリーへの権力的統制、形式的・官僚主義的学校経営、官製研修強化、「つくる会」教科書採択、職員会等での挙手や採決の禁止、等々に見られる教職員への管理強化と教育内容の右傾的指導強化は、明らかに、被疑者石原が都知事に就任して以来、年ごとに強まってきたものである。

　　　　そこで、本件の「日の丸・君が代」強制にしても、被疑者石原の従来の言動や行動から導き出されてきているものであり、古参の都職員であった被疑者横山や同近藤らがその部署に就いてからの独自の発案であるとは到底考えにくい。もし、これらが石原の意に反する施策であるならば、彼の性格やこれまでのトップダウン的行政手法からみて、これほどまでの社会的教育的抵抗が引き起こされる前に何らかの手を打つことが考えられる。
つまり、本件の「日の丸・君が代」強制は、被疑者石原が、本件のすべてを計画し主導していると見るのが極めて妥当である。（関係者を職権捜査すればすぐに判明する）
７、 東京高裁による、付審判請求 「抗告棄却」決定（’07(h19)2/23） 理由書 について
★ 東京高裁の付審判「抗告棄却」決定「理由」の概要は、以下のようなものである。
　　「公務員職権濫用罪の成立は認められないので、憲法の適合性を含め、その余に対する判断をするまでもなく、本件付審判請求を棄却した（東京地裁の）原決定は結論において相当である」

　　　その内容としては、
① 本件通達や職務命令、及び、被疑者らへの憲法判断を避け、憲法19条、99条等違反を、無視ないし否定している。
②「学習指導要領」の「法規的性質」による本件通達や職務命令の正当性を指摘するが、同要領の「大綱的規準」としての「一定の限度」条件を判示した「旭川学テ」最高裁判例を無視している。
③ 懲戒権の濫用はなく関係法令に則ったものとして懲戒処分も是認している。

④ 被疑者らの職権濫用による不法行為や権利妨害についての事実認定を回避し、本人たちが「違法、不当な行為をするという認識がなかった」との供述のみを理由として「職権濫用罪」の判断を避けている。
⑤ 被疑者石原と他の被疑者らの関係性を「捜査」することもなく、「事情聴取における否認」や「公言」だけで共謀関係を否定している。
「抗告棄却」決定 理由（要旨）  (太字、傍線、※印等の強調は引用者による) 
東京高等裁判所　刑事第11部（裁判長：池田耕平、裁判官：飯渕 進、裁判官：傳田喜久）
【主　文】　……　本件各抗告を棄却する。
【理　由】
一、本件「抗告」の趣旨（※ 申立人の請求要旨）
　　　　　
本件各「付審判請求」を「棄却」した（東京地裁の）原決定は違法であるから、これを取消し、各被疑者を裁判所の審判に付するべきである。

二、付審判請求事実（※ 被疑者らの犯罪事実）
　　・被疑者横山、同近藤、同石原らの職務（略）
　　　　 (1) 被疑者3名（横山、近藤、石原）らは、他の都教委・委員らと共謀の上、それぞれその職権を濫用して人に義務のないことを行わせるとともに、良心に従って行動する権利の行使を妨害した。

(2) 被疑者横山、同石原らは、他の都教委・委員らと共謀の上、それぞれその職権を濫用して人に義務なきことを行わせ、職務命令違反を理由とする処分に付した。

① 平成16年3月の卒業式での193名への戒告、減給処分

② 同年4月の入学式での40名への戒告、減給処分

③ ①②の処分に伴う「再発防止研修会」への出席強制、

④ 平成17年3月の卒業式での、53名への戒告、減給処分

⑤ 同年4月の入学式での、10名への戒告、減給処分

(3) 被疑者横山、同石原らは、他の都教委・委員らと共謀の上、それぞれその職権を濫用して人に義務なきことを行わせ、職務命令違反の戒告処分を受けたことを理由とする処分に付した。
　　　　　① 平成16年3月の卒業式での、9名の嘱託教員（合格者）への再雇用取消処分、
　　　　　② 平成17年3月の卒業式での、1名の嘱託教員（合格者）への再雇用取消処分、
三、当裁判所（東京高裁刑事11部）の判断　（※【問題点、反論】…は、引用者による）
１、前提となる事実
　  

(1) 学校における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する国の政策
① 文部省（文部科学省）告示としての「学習指導要領」には、平成元年以降、「入学式や卒業式においては、国旗を掲揚するとともに国歌を斉唱するよう指導するものとする」という規定が置かれて現在に至っており、大綱的基準を設定したものとして法規的性質を有すると解されている。
※【問題点、反論】…　学習指導要領は「大綱的規準」として法規的性質があると解されているが、「誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法26条、13条の規定からも許されない」と、その指導内容において法規性の「限界」も判示されている。（昭51/05/21、「旭川学テ」最高裁判決）

本件における都教委、及び、東京高裁の抗告棄却理由書における学習指導要領の「法規性」の主張は、この「限界」を全く無視している、
本件通達や職務命令は、「国旗掲揚、国歌斉唱」指導の細目において、起立、斉唱を強要するだけでなく、違反した場合には懲戒処分をするなど、「日の丸・君が代」の実施尊重形態に一方的な観念を子どもに植え付けるような一定の様式や価値観を強制しており、「旭川学テ」最高裁判決がいう「誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法26条、13条の規定からも許されない…不当な支配にあたれば法的拘束力を失う」とする「限界」を越えており、本件通達や職務命令は、憲法違反であると共に、「学習指導要領」違反でもある。
② 平成11年8月に「国旗国歌法」が公布施行されたが、その際、以下のような政府答弁をしている。
(a) 施行後も学校における従前の国旗国歌指導に関する取り扱いを変えるものではない 
(b) 児童生徒の内心まで立ち入って強制しようとする趣旨ではなく思想良心の自由を制約するものではない
(c) 学校において、教員は学習指導要領により学習指導を実施する職務上の義務を負うことから、児童生徒に範を示すことによる教育上の効果を期待して校長は教員に対しても「国旗国歌」を尊重する態度（起立斉唱等）を命ずることは、学校や教員という職務の特殊性にかんがみれば社会通念上合理的なものと考えられ、教員の思想良心の自由を制約するものではない　
(d) 国旗国歌の指導にあたっては、全教員が一致協力して行えるよう配慮することが大事であるが、学習指導要領の趣旨を実現するため、校長は必要に応じ職務命令を発することもあり得るし、従わない教員には任命権者は懲戒処分を行うことが出来る
③ 同年（平11）9月、文部省は、全国の教委に対し、国旗国歌法制定を機に、学校において卒業式や入学式での国旗掲揚、国歌斉唱の指導の徹底を求める旨の通達を発している。
※【問題点、反論】…　国旗国歌を強制する実施上の理由のみが強調され、②(a),(b)における国旗国歌法制定の趣旨、及び、実施上の配慮等を全く考慮していない。

      教職員の「職務上の義務」や「勤務の特殊性」における「憲法的権利の除外」は「当人の許諾」がある場合以外には認められない。何故なら、下位法規の「法律」、「規則」「通達」、「命令」等で「憲法上の権利」が簡単に除外されてしまうのなら、憲法の「最高法規性」は画餅に過ぎなくなるからである。
　　　また「思想良心の自由を制約するものではない」かどうかは、当事者本人しか決められないことであり、都教委や管理職が勝手に（個人の内心を）「制約」するかどうかを決められるものではない。そんな判断を権力が一方的に決するというのは「職権濫用」の極みであると同時に、そうした「権力」の横暴から思想良心の自由を護ろうとするものが憲法19条である。
　　　今回のように明らかに「職権濫用」であり「違憲、不法」と思われる「職務命令」に対しては、「全体の奉仕者」としての公務員の責務から拒否できるだけではなく、上司への服務規程を越えて、その上司の「不法性」を告発すべきであろう。　

(2) 都立学校における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する東京都の施策
① 都教委は、国旗国歌法制定前から指導の徹底を求める通知を発していたが、都立学校における国旗国歌の実施率が低かったので、文部省からの通達（’h11/9）も踏まえ、教職員が指導を行わないときなどは服務上の責任を問われることを付加した上で、実施指針に従った一層の改善と指導の徹底を求める旨の通知を発するなどしていた。

② 都教育庁は、国旗国歌の指導についての課題検討資料として小冊子を作成し「日の丸」掲揚を巡る裁判例の概要等）を配布した。
(3) 本件通達 （※ いわゆる「10.23通達」）
平成15年(2003)に至り、国旗国歌の実施状況を調査した結果、都教育庁は、かねてよりの指摘が改善されておらず、父兄等の批判もあった実施上の課題が浮かび上がったとして、何回かにわたって検討が重ねられた結果、厳粛な儀式としての式典運営上の観点に加えて、式典開始前に内心の自由を説明するのは、児童生徒に国歌を斉唱しなくとも良いと受け止められることや、国歌斉唱を指導し範を示すべき教職員が国歌斉唱時に起立をしないのは教育指導上好ましくないことなどの理由から、所要の是正が必要との結論となり国旗掲揚、国歌斉唱及び会場設営等に関する細目を定めた本件通達案（いわゆる「10.23通達」）が策定され発布された。
※【問題点、反論】…　「厳粛な儀式」の様式や内容、「内心の自由の説明」の意義や効果、「（教職員が）起立をしないこと」への反応や影響等は、様々にあるのであり、被疑者ら都教委当局が抱くイメージや見解や価値観が絶対的なものとは言えないのであり、それらを教職員に「強制」するのは、誤った知識や一方的な観念に基づく偏った固定的価値観の押し付けに過ぎない。
これらの強制は、憲法19条（内心及び良心の自由）に違反するばかりか、「学習指導要領」の大綱的規準としての「法規性」を認めた「旭川学テ」最高裁判決（昭51/05/21）の「誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強制するようなことは、憲法26条、13条の規定からも許されない」とする「限界」を逸脱するものである。
更に、その不法な観念と職務は、「職務命令」によって押し付けられているものであり、不法な職務命令の発出は、その違法性を発出者が「意識」していたか「故意」であるか否かにかかわらず結果として「職権の濫用」そのものであるか、若しくは、教育行政に不要な混乱をもたらし、教職員に不法な処分を与えた「憲法判断に対する重大な過失」及び「未必の故意」に当たる。
また、被疑者ら都教委の「日の丸・君が代」に対するこうした「脅迫的」尊崇観念は、戦前の日本において、「日の丸・君が代」が戦争や軍国主義、全体主義や国家主義のシンボルとしての役割を果たした歴史的成り立ちや、国家権力により人権を抑圧された国民感情への理解を欠いている。そればかりか、戦後日本が否定しているこれら「日の丸・君が代」的なものとしての国家主義や軍国主義的教育の復興を意図するものである。
これら、被疑者らの「日の丸・君が代」理解やその教育信条は、基本的に「現憲法の民主的理念」にそぐわないものであり、憲法を戴き民主教育を推進すべき教育行政当局の主要幹部としての資質が問われるべきものである。
その趣旨の説明及び周知徹底のための都立学校長が招集された説明会の席上、被疑者横山は、「都立学校への都民の信頼は高まっているが、残された課題が、入学式や卒業式における国旗掲揚及び国歌斉唱の適正な実施である。その解決のため本件通達を発することにしたが、学習指導要領に基づき適正に実施することを目的とするもので、単に儀式的行事の問題に止まらず、学校運営に対して校長の教育方針が明確に反映され、教育課程が適切に実施されることを意味する」旨などを述べた。
また、被疑者近藤は同じ席において、本件通達は校長に対する職務命令である旨念を押した上、各校長に対して本件通達に沿った職務命令を教職員に発するよう求めた。

※【問題点、反論】…　それまで卒業式や入学式等の学校儀式は、どの学校に於いても児童生徒主体に精力的に取り組まれており、保護者や都民から支持されこそすれ、確たる非難を受けることはなく「都民の信頼を得る（為の）残された課題」とはなっていなかった。
　しかし、一部、保守的な都会議員等の突き上げにより、当時から、都教委の「問題意識」が「国旗国歌の適正な実施」に偏重していたにすぎない。
また、被疑者横山らの真の狙いが「日の丸・君が代」の適正実施に名を借りた「学校運営全体の権力支配」であることは、「（通達の発出が）…単に儀式的行事の問題に止まらず校長の教育方針が明確に反映され、教育課程が適切に実施されることを意味する」と述べ、それを強権的な「職務命令」で一挙に実施しようとしていることで明らかである。
本件通達の発布以降、様々な機会を通じて各校長への指導を行ったが、高等学校教育指導課長は、「君が代」斉唱時のピアノ伴奏拒否での戒告処分取消請求訴訟における東京地裁判決（同年12/3）の中で、原告の思想の自由を制約するものであっても教育公務員として受忍すべきであり、憲法19条違反にならず、裁量権の濫用にもならないと判示されたことを紹介し、本件通達の実施方針が法的に裏付けられる内容である旨強調した。
※【問題点、反論】…　結局、この(3)項は、それまでの「日の丸・君が代」の実施率の低さの結果、それらの「適正実施」に向けて、「10.23通達」の発出に至るまでの経過を述べているにすぎない。

しかし、その「10.23通達」と「職務命令」は、平成18(2006)年9月21日のいわゆる「予防訴訟」東京地裁判決（難波裁判長）で、憲法違反として全否定されている。
(4) 平成16年春の卒業式及び入学式の状況並びに処分結果

校長は事前に職務命令を発したが一部の教職員は国歌斉唱時に起立等をしなかった（入場等しなかったことを含む）。事前に発した職務命令違反であることをも考慮し内規上の訓戒ではなく地方公務員法上の懲戒処分とした。（卒業式関係で193名、入学式関係で40名が戒告、減給、再発防止研修。再雇用合格取消（新規、更新）8名。）
※【問題点、反論】…　「入場等しなかったことを含む」という処分理由は、「開式前に所定の座席に着くこと」という「職務命令内容」を履行しなかったためと思われる。
このことは、「通達」や「職務命令」が、儀式的行事の「会場内」での「日の丸・君が代」を中心とした厳粛な秩序維持と、「日の丸」に向かって起立し、「君が代」を斉唱する」ことを「目的」としているにも係わらず、会場外での「行為」まで罰するのは懲戒権の濫用であるばかりか、被疑者らが、基本的人権を徹底的に抑圧することに躊躇しないばかりか、教育に携わる者としては必須の資質であろうところの人権感覚が欠落していることを意味しているものといえる。
また、「事前に発した職務命令」の履行が問題であるならば、当日、「休暇等で欠勤」したり、会場外の「受付」業務などを担当させられていたりした者が、儀式進行中の「会場内」に参列した場合なども処分対象になるのであろうか。
つまり、こうした処分の不明朗な「拡大解釈」は、権力者の恣意を無限に拡大させるだけでなく、教職員に、どこまでが「処分」されるのかについての「憶測」をうみ、「強迫観念」を増させ、学校教育全体への萎縮効果を増大させるものにしかならない。
(5) 平成17年春の卒業式及び入学式の状況並びに処分結果

校長は職務命令を発したが一部の教職員は起立等しなかった。事実関係を調査するなどした上、国歌斉唱時に起立しなかったこと（入場等しなかったことを含む）を理由として懲戒処分を行った。（卒業式関係で53名、入学式関係で10名に戒告、減給、停職処分。再雇用合格取消（新規）1名。）
２、公務員職権濫用罪の成否
刑法193条「公務員職権濫用罪」の「職権の濫用」とは、公務員がその一般的職務権限に属する事項につき、職権の行使に仮託して実質的、具体的に違法、不当な行為をすることをいうと解されるので、同罪の成立には、被疑者にこの「職権の濫用」についての「認識」が必要であり、これがない限り、公務員職権濫用の故意があるとはいえず、同罪の成立は認められないことになる。
※【問題点、反論】…　「被疑者の認識及び故意がない」という結論については、下項にあるように、「事情聴取」における当人らからの「供述」を全面的に信用しているだけであり、告訴告発人の申し立てを精査したりや司法職権に基づく「捜査」で得られたりした証拠ではない。
(一) 被疑者３名の職務権限

被疑者横山は、平成12年7月から平成17年6月まで、都教委の指揮監督の下に、都教委の権限に属するすべての事務を掌る教育長の職にあり、学習指導要領に基づく教育課程や懲戒処分等に関する一般的職務権限を有していた。
被疑者近藤は、平成14年4月から平成17年３月まで、都教委の事務を処理する教育庁指導部長として、教科指導や生活指導等を担当しており、教育課程に関する指示監督等の事務について一般的職務権限を有していた。
被疑者石原は、本件通達の発布等、一連の事務について何ら権限を有していなかった。

被疑者3名の職務権限については、職務命令を含め本件に関わる一般的職務権限を有しているが、被疑者石原は、本件通達の発布や教育課程に関する指示監督、懲戒処分等の事務について何ら職務権限を有していなかった。

※【問題点、反論】…　被疑者横山や同近藤、及び、都教委の教育委員らは、一部、議会の同意を必要としているとはいえ、すべて被疑者石原が登用し任命しているものである。
ここにあって、都教育行政の重大問題であるところの「日の丸・君が代」強制問題について、被疑者石原と同横山、同近藤らとの意思疎通及び課題の進め方についての意見のすり合わせがなかったとは絶対に言えない。
被疑者石原に「直接的」職務権限は無いという装いをしていたとしても、教育行政全体についての監督責任があるのは勿論、被疑者石原の日常的な超右翼的政治姿勢や国家主義的言動、超ワンマンとされる権力支配体質から見て、被疑者石原による「日の丸・君が代」強制問題に関し、都教委や被疑者横山、同近藤らへの積極的な指示、介入、承認があったと見るのは世間的常識である。
万が一、検察や裁判所が、「日の丸・君が代」強制問題を、学習指導要領の「法規性」や、表面的な「職務権限」の「事務的装い」にのみ矮小化させて国民の目を欺こうとする目的で、これらの施策を被疑者横山、同近藤らだけの「職務」であるとして、被疑者石原との共謀を否定し、埒外に「保護」しようとするならば、日本司法の「捜査力」の貧弱さを露呈したばかりでなく、政治権力に屈従した「権力の番犬」であることを天下に公言すると共に、司法への国民の信頼を裏切るに等しい。
(二) 被疑者横山及び被疑者近藤の認識について

　　
(1) 前記認定の外形的状況に照らすと、「職権の濫用」についての認識を巡る状況として、次の事情が認められる。
　　　　　 ① 被疑者横山や被疑者近藤が着任した（平成12,14年）当時、既に都に於いては、政府の政策、見解を踏まえて、「国旗国歌」（実施率向上のための）施策を進めており、両名はその方針に基づいて推進していた。
　　　　　 ② 本件通達の発布に当たっては、「…対策本部」を発足させ論議検討の上、教委の了承を得て発布したものである。

③ 平成16年春、及び、17年春の都立校の「国旗国歌」の実施に関しては、それまでに示されていた裁判例の検討を踏まえて職務命令等の方針を推進した。（少なくとも、違憲と判示した裁判例は出現していなかった）

④ 本件の懲戒処分等も関係法令に則って行われたものである。

※【問題点、反論】…　被疑者らと、本「理由書」は、本件通達や職務命令の発出はそれまでの都教委の施策の流れの中で出てきたものであり、被疑者横山や同近藤がその職務への着任により考案されたり推進されたりしたものでなく、彼らの個人的意思など入りようもなかったと言おうとしている。　
しかし、当時において、彼らの地位と職務権限は、教育委員会や教育庁内において被疑者石原に次いで大きく、学習指導要領の解釈や「通達」や「職務命令」の内容、処分の発令等に至るまで、「日の丸・君が代」強制施策に主体的リーダーシップを執っていた。
そして、更に、憲法や教育基本法を蹂躙することによりその民主的理念を葬り、人の思想信条や人権を蔑ろにし、教育への権力介入を常態化させ、学校現場の異常な管理強化と思想弾圧で、それまでの自由で民主的な学校運営や教育活動がわずか数年の内に破壊され取り返しのつかない「教育荒廃」をもたらした責任は万死に値するものである。
こうした、この「日の丸・君が代」強制問題の帰趨に、彼らの識見・判断や決定力が、大きく影響していることは紛れもない事実であるので、執行責任、及び、結果責任を負うべきである。
(2) ところで、被疑者横山は、本件付審判請求に先立つ（東京地検が「不起訴」とした）告訴告発事件における検察官の事情聴取に際し
「平成15年春の卒業式や入学式で、国旗掲揚の仕方に問題があったり、国歌斉唱時に教職員が起立しないなどの問題点があり、これに対応するためには、校長が教職員に指示しやすいように具体的な通達が必要と考え、対策本部を立ち上げ検討を重ねて、本件通達を発した。通達の狙いは、学習指導要領にあるとおりに儀式的行事を厳粛に進めることにあり、教職員の国歌国旗に対する考え方を変えさせようとするものではない。教育公務員である以上、国歌斉唱時に起立を求めることは、国旗国歌に対する考え方如何にかかわらず、憲法に違反するとは考えていない。学習指導要領にそぐわない不適正な事態を放置する訳には行かず、本件通達を発したことはやむを得ないものと考えている。職務命令違反に対する懲戒処分、再発防止研修及び再雇用職員選考の合格取消も、地方公務員法の所定の要綱に従って行っており、本件通達を始め、一連の措置について、違法、不当とは思っていない。」旨供述している。

被疑者近藤も、
「学習指導要領に基づく入学式や卒業式における国旗掲揚及び国歌斉唱については、東京都では、平成11年の教育庁通達などで適正な実施を求めていたが、実現できていなかった。平成15年の3,4月の実情調査を踏まえて、校長の指導力を発揮するためのサポートをするという考えで本件通達が出された。これは意義があることと考えた。学習指導要領で国旗国歌を尊重する態度を養うことは教育上の課題とされており、教師がそれらを生徒らに指導するのは当然ではないかと思うし、教育の節目の儀式的行事を粛々と執り行うことも教育上重要なことだと思う。教育公務員は、学習指導要領に基づく職務上の責務を負っており国歌斉唱時に起立等することはその責務であって、内心の自由等を侵害するという問題は生じないと考えている」旨供述している。
※【問題点、反論】…　被疑者横山や同近藤は、それまでの卒業式等における「国旗国歌」実施上の問題点の改善の方策について、「校長のリーダーシップの強化」を挙げている。そして、その校長の指導力をサポートする目的をもって本件通達を発したと言っている。
また、儀式的行事を「厳粛に進める」とか、「粛々と執り行う」とか、国歌斉唱時に「起立は当然の責務」とか、「国旗国歌に対する考え方如何にかかわらず、憲法に違反しない」とか、極めて、個人的な信条や価値観に基づく式の形態を強制しており、それに反したとして処分もなされている。
このことは、彼ら被疑者らが極めてこの「通達」や「職務命令」の執行に主導的であったことを示しており、都におけるそれまでの「国旗国歌」対策課題の「流れ」の中での施策であり、個人的意思は入る余地がないとした(1)項の説明と矛盾している。

これら被疑者横山、同近藤は、それぞれの職権の行使において違法、不当な行為をするという認識を有していなかった旨を述べている。各供述は、前記(1)①ないし④の各状況に符合するものでその信用性を肯定して良いと考えられる。
※【問題点、反論】…　被疑者横山や同近藤に関し、百歩譲って、「通達」の発布時には違法、不当な「認識」がなかったと仮定しても、この「通達」の執行が、他から違法、不当として批判されるかも知れないという認識はあったと思われる。

もし、「批判が出るかも知れない」という認識があったのだとしたら、これは「違法、不当な行為をするという認識」があったのと同列であるし、もし、「批判が出るかも知れない」という認識がなかったのだとしたら、本件「通達」が憲法違反として断罪された「9.21予防訴訟」判決を招き、都の教育行政のみならず、都政全般への国民の信頼を著しく傷つけた結果責任を問われることになる。　

また、「通達」発布（平成15年10月23日）前後には「違法、不当」な「認識」がなかったとしても、教職員に数百人の被処分者が出たり、色々な提訴がされたり、マスコミや識者等からの批判が多く出たりした後の、検察による「事情聴取時」（2005年秋頃と推測される）にはどのような「認識」であったのであろうか。また、「9.21予防訴訟」で「通達」の違憲判決が出た以後は、どのような認識であろうか。

「通達」による「日の丸・君が代」強制問題がこのように社会的大問題になってからも、いささかも「違法、不当な認識がない」とするならば、あまりにも不遜な態度としか言いようがなく教育行政に携わる者として「不適格」な資質であると思われる。
更に、検察や本件裁判所は「違法、不当な行為をするという認識を有していなかった」とする被疑者らの供述が信用できるとする根拠（証拠）を示していないばかりか、申立人が求める捜査もしていない。そうした中で、一方の当事者（被疑者）の言い分だけを肯定するのは「恣意的」な判断であるとの謗りを免れないであろう。
なお、公務員がその一般的職務権限に属する事項につき、職権の行使に仮託して実質的、具体的に違法不当な行為をした場合、例えば、表面的には職務行為の形を取りながら、実際には別途違法、不当な目的を達成するために殊更その職権を行使したような場合には、「職権濫用」に当たることも想定されるが、本件の被疑者横山、同近藤がそのような違法不当な行為をする認識を有していたと窺われる事情も見出せない。また、所謂指摘のような違憲、違法の行為をするという認識を有していたことも窺われない。
※【問題点、反論】…　被疑者横山、同近藤らの「不法行為の認識の有無」だけで「職権濫用罪」の成否が決まるのなら、被疑者が「認識」を否定するだけですべての「職権濫用容疑」は晴れることになる。本件についても、検察や裁判所は被疑者の供述を鵜呑みにしただけで、「認識」の有無を確かめる「捜査」をした形跡は窺えない。
　　　　学習指導要領の「大綱的基準」性による「限界」（「旭川学テ」最高裁判決）を無視した「通達」の細目、「職務命令」の徹底、見せしめ的な大量苛酷懲戒処分等々、前例のないこうした施策には、実行に移す強固な意志（思想的確信性）、と、関係者の団結（共謀）が欠かせない。そこにあって、法的な検証も当然行われたはずであり「違法性、不当性」を乗り越える検討も行われたはずである。

しかし、その「適法性」の確信を得たであろう根拠（理由）については、「問題は生じないであろう」、「違法性の認識はない」と抽象的にしか示されていない。明確な根拠（理由）が示せないということは、「違法性、不当性」の存在がぬぐえず、その可能性の認識があったことを端的に物語っているといえる。
また、被疑者横山、同近藤らと、被疑者石原との上下関係性において、横山らが石原の意思や下命に忠実に従わなくてはならない力関係の中で圧力を感じ、多少無理をしてもやり遂げなければならないと考えていたことは間違いない。ここにあって、彼らと石原との関係性を「捜査」すれば容易にその「共謀事情」が解明されるはずであるのに、司法当局は政治的に「捜査」を避けたと見られる。
(三) 以上によれば、被疑者横山、同近藤について、その職権の行使について違法、不当な行為をする認識、すなわち「職権の濫用」についての認識を認めることは出来ず、従って、公務員職権濫用罪の故意があるとはいえず、同罪の成立は認められないことになる。

※【問題点、反論】…　被疑者らは、結果責任として、一審とはいえ「9.21予防訴訟」判決（’06/9/21）で「憲法違反」と断罪された「通達」を発した責任を負わなければならない。そのことは、結果として、「職権濫用」が存在し教育行政を誤ったことになる。それは、「職権濫用の認識や故意がなかった」ことで容赦される問題ではない。
また、被疑者らが、「職権濫用」の「通達」を発した結果として、教育現場に取り返しのつかない破壊と混乱を招き、強引で抑圧的な運用で多くの被処分者を生み、都の教育行政や都政一般への国民の信頼を損ねたことに対し、彼らに「職権濫用の過失」なり、「未必の故意」が問われるべきである。
(四) 被疑者石原については、本件通達の発布や職務命令、あるいは一連の懲戒処分、等の事務について何ら職務権限を有していないところ、自らがそれらについて被疑者横山に任せている旨公言している上、被疑者横山、同近藤も被疑者石原から一切指示等を受けていないし、他の都教育委員会委員に対する働きかけも全く聞いていない旨それぞれ供述していて、これを覆す資料は存せず、所論が縷々指摘する点を踏まえても、被疑者石原の指示あるいは意思連絡を認めることは出来ない。したがって、公務員職権濫用罪の成立は認められない。
※【問題点、反論】…　被疑者ら「共謀」の事実については、被疑者横山、同近藤らの「供述」と被疑者石原の「公言」がすべてであり、司法当局が職権による捜査により解明した事実や証拠は何もなく、極めて被疑者らの言い分に偏った不十分な結論である。

本件に係わる一連の「日の丸・君が代」強制問題は、被疑者石原が自らの右翼的政治信条、国家主義的教育理念から「東京の教育改革」を掲げ東京都知事選挙で当選してきたところから始まっている。
そして、以後、東京の教育現場は、都当局による、学校の教育計画への指導強化、管理運営規則等の改定、人事考課制度、成果主義、性教育やジェンダーフリーへの権力的統制、形式的・官僚主義的学校経営、学校儀式における「日の丸・君が代」強制、官製研修強化、「つくる会」教科書採択、職員会等での挙手や採決の禁止、等々に見られる教職員への管理強化と教育内容の右傾的指導強化が進んできている。
つまり、東京の教育行政の右翼的再編は、被疑者石原が都知事に就任して以来、年ごとに強まってきたものであり、被疑者石原の従来の言動や行動から導き出されてきているものである。
ここにあって、「日の丸・君が代」強制にかかわる「通達」や「職務命令」の発出問題について、被疑者石原は都知事であり都の最高責任者ではあるが、直接的な職務権限が無いことを装っている。しかし、彼の指示、承認なくして本件は何一つ起こりえず、この「日の丸・君が代」強制問題のすべての黒幕が被疑者石原であるのは明らかである。
この「日の丸・君が代」強制問題が古参の都職員であった被疑者横山や同近藤らがその部署に就いてからの独自の発案であったり、被疑者石原からの意向や何らかの打ち合わせもなしに行われたりしたなどとは到底考えにくい。
それは、被疑者石原が、記者会見等で、「日の丸・君が代」強制問題に係わる質問を受けた際の回答などでも、その事務当局の施策を批判したり譴責したりすることが一度もなかったからである。
もし、これらが石原の意に反する教育施策であるならば、彼の性格やこれまでのトップダウン的行政手法からみて、マスコミや識者の批判、教職員等当事者からの提訴など、これほどまでの社会的教育的抵抗が引き起こされる前に、都教委当局に対して何らかの手を打つことが考えられるからである。

つまり、本件の「日の丸・君が代」強制問題は、被疑者石原が、すべてを計画し主導していると見るのが極めて妥当である。（関係者を職権捜査すればすぐに判明する）
こうした、一見、合法性や職務権限の不在を装うことは権力犯罪の「常套手段」であるにもかかわらず、憲法の根本理念を揺るがし法の権威を蹂躙する本件のような重大事件において、東京地検や東京高裁までがこうした「権力犯罪」の虚壁を打ち破れないでいるなどということは、誠に憂うべき非力な司法の現状であるとしか言いようがない。
四、以上の次第であるから、本件通達及びこれに沿った校長の職務命令についての憲法の適合性を含め、その余に対する判断をするまでもなく、被疑者3名について公務員職権濫用罪の成立は認められないから、本件付審判請求を棄却した（東京地裁の）原決定は結論において相当として維持できる。論旨はいずれも理由がない。
※【問題点、反論】…　本件「付審判請求」は準起訴手続きとして、検察に独占されている「公訴権」で「不起訴」処分となり「裁判」（審理）が閉ざされてしまった事案について、「公務員職権濫用罪」の被疑事案について改めて裁判所に「審判」（裁判審理）を求めるものである。
つまり、一旦、検察当局に「不起訴」として葬られた事案について、主権在民の原則から、裁判所当局に改めて「裁判」（審理）開始を求めるものであり、国民主権の立場から「訴追権」の救済制度、国民主権に基づく憲法32条（裁判を受ける権利）を補完する制度とでも言うべきものである。それゆえ、相当程度の理由無しには「棄却」してはならないものであるべきである。
その趣旨からすれば、この裁判所への「付審判請求」は、広く認められるべきであり、そして「審判」を開始し、憲法32条（裁判を受ける権利）の保障を措置すべきであると思われる。
また、検察と裁判所は、本来、対極関係にあるべき関係性から、裁判所の「付審判請求」の審査には、検察とは違った観点や論理の展開により、基本的に付審判請求人の申し立てを出来る限り尊重し生かすことが期待される。
しかしながら、東京地裁の付審判「棄却」決定（’06/8/1）や東京高裁の当付審判「抗告棄却」決定（’07/2/23）も、その棄却「理由書」の内容は、本件「日の丸・君が代」強制事件の告訴・告発に対する東京地検の「不起訴」処分（罪とならず）（’05/12/28）に見られる検察の主張をそのまま踏襲し「丸写し」にしたかと思えるほどのものに過ぎない形式的、表面的な適法性を説くにすぎないものである。

そこには、付審判請求に際し提出された本件請求人らの「申立書」、「理由補充書」、「陳述書」、「意見書」、「証拠書類」等々、数多くの提出資料を真摯な態度で審査分析した形跡はなく、裁判所（裁判官）独自の審査に基づく見解もなく、検察の「不起訴」処分の「後追い」、「追認」、「迎合」に過ぎない。「検察官と裁判官の一体化」（癒着）を想起させるもので、検察に対する裁判所の「チェック機能」が機能しておらず司法の正義の実現に疑念を抱かせるものである。
それは、本件に関し、極めて固定観念と偏見に満ちた「始めから結論ありき」の内容であり、裁判所（裁判官）の独立性や民主的で公正な裁判への疑念を抱かせるものであり不信感を増幅させるものである。
このことは、憲法32条（裁判を受ける権利）の理念を不当に踏みにじり、「付審判請求」制度の形骸化を招くばかりか、憲法の国民主権の理念や法治主義の精神を蔑ろにしていると言わざるをえない。
更に言えば、裁判所（裁判官）自らが、「付審判請求」制度の趣旨を軽んじているばかりか、その権力を濫用して、本件請求人らの要請に応えず「裁判を受ける権利」を妨げ、重大な権力犯罪の封印を謀ろうしているに等しい。これらは、裁判所（裁判官）による「裁判ファッショ」、乃至、「司法ファッショ」とでも言うべき暴挙であろう。

東京地裁の付審判「棄却」決定、及び、東京高裁の付審判「抗告棄却」決定、（つまりは東京地検の「不起訴」処分）の内容は、それこそ、憲法の中心理念（思想信条の自由）に関わる重大問題であり、検察官や裁判官が一方的に判断し決定できる内容のものではなく、本件請求人の主張も交えて公開の裁判の場で十分に審理すべき内容であるにもかかわらず、裁判も開かずに裁判所（裁判官）が勝手に「判決」を下しているに等しいものである。
最高裁判所（裁判官）は、速やかに本件「特別抗告」を審査し、東京高裁の「抗告棄却」決定を取り消して、審判（裁判）開始の道を開くべきである。

そして、原告、被告双方の主張に平等に耳を傾け、公平公正な審理を重ねて最終的な司法判断を下すべきであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　以下、略
８、 最高裁による、付審判請求 「特別抗告棄却」決定（’07/4/23）理由書 について
    １、「特別抗告棄却」決定書の内容
　　　　平成19年（し）第118号　　　決　定

　　　　申立人　　　　別紙申立人目録記載のとおり（359名　略）

　　　　主文　　　　　本件各抗告を棄却する

　　　　理由

　　　　　　　本件各抗告の趣意のうち、判例違反をいう点は、事案を異にする判例を引用するものであって、本件に適切でなく、その余は、違憲をいう点を含め、実質は単なる法令違反、事実誤認の主張であって、刑訴法433条の抗告理由に当たらない。
よって、同法434条、426条1項により、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり（抗告棄却と）決定する。
平成19年4月23日　最高裁第二小法廷
裁判長裁判官：古田佑紀、裁判官：津野 修、裁判官：今井 功、裁判官：中川了滋

※ 参考　「刑事訴訟法」
第433条（特別抗告）
① この法律により不服を申し立てることができない決定又は命令に対しては、第405条に規定する事由があることを理由とする場合に限り、最高裁判所に特に抗告をすることができる。
② 前項の抗告の提起期間は、５日とする。
第434条（同前）
第423条、第424条及び第426条の規定は、この法律に特別の定のある場合を除いては、前条第１項の抗告についてこれを準用する。
第426条（抗告に対する決定）
① 抗告の手続がその規定に違反したとき、又は抗告が理由のないときは、決定で抗告を棄却しなければならない。
② 抗告が理由のあるときは、決定で原決定を取り消し、必要がある場合には、更に裁判をしなければならない。
第405条
高等裁判所がした第一審又は第二審の判決に対しては、左の事由があることを理由として上告の申立をすることができる。
1．憲法の違反があること又は憲法の解釈に誤があること。
2．最高裁判所の判例と相反する判断をしたこと。
3．最高裁判所の判例がない場合に、大審院若しくは上告裁判所たる高等裁判所の判例又はこの法律施行後の控訴裁判所たる高等裁判所の判例と相反する判断をしたこと。
    ２、「棄却」決定理由の問題点
本件「日の丸・君が代」強制事件に関し、「10.23通達」や「職務命令」の内容そのものやそれを発した石原らの職権濫用について、及び、「旭川学テ最高裁判例」に違反する都教委の学習指導要領逸脱解釈について等、これまでの検察、検察審査会、地裁、高裁等のすべてが揃って避けてきた「憲法判断」の観点を憲法裁判所としての最高裁に求めているにも拘わらず、これまでと同じように最高裁もこれ（憲法判断）を避けたいと、抗告申し立てそのものが「筋違い」であり「抗告理由に当たらない」とする全く一方的で強引な申立手続きの形式判断を根拠とした理由にもならぬ理由で我々の申し立てを退けた。
　こんな棄却決定理由の論理に納得できる法曹人はおろか国民がいるであろうか。これは、事件の本質に迫らせまいとする絵に描いたような「門前払い」の決定である。

　「司法は、政治権力者がその権力的抑圧の合法性を装う隠れ蓑」に過ぎず、結局は「法的な納得を強要し国民を服従させる統治の道具」である本質が改めて明らかになり、三権分立とか、国民主権とかは国民を欺く幻想に過ぎないことを思い知らされる結果となった。
９、 検察審査会への「審査」申し立て
本件「日の丸・君が代」強制事件の被疑者・石原都知事らに対する2005(h17)年12月28日の東京地検の「不起訴」処分（罪とならず）（’05/12/28）を不服として、東京検察審査会に対し、以下のように三次にわたり「審査」の申し立てをしたが、いずれも、「不起訴相当」の議決を受けている。
　　　１、第一次、「審査」申し立て（’06/2/17）
　　　　　　　　　　議決（’06/10/4）……「不起訴相当」　　東京第二検察審査会
          この「議決」の少し前、9月21日に行われた「日の丸・君が代」強制に関わる、いわゆる「予防訴訟」の東京地裁判決（難波裁判長）で、原告が勝訴し「10.23通達」や「職務命令」が違憲違法とされたのでその影響が注目されたが、それは全く反映されないばかりか、東京地検の「不起訴」処分（’05/12/28）や東京地裁の「付審判請求」棄却決定（’06/8/1）等の論旨を丸ごと書き写し形式的適法性を説くだけのものである。
　　　２、第二次、「審査」申し立て（’06/10/31）
　　　　　　　　　　議決（’06/12/14）……「不起訴相当」　　東京第一検察審査会
　　　　　基本的に、これまでの、東京地検の「不起訴処分」('05/12/28)や東京地裁の「付審判請求棄却」('06/8/1)や東京第二検察審査会の「不起訴相当」議決('06/10/4)を丸写しで引き継いだ内容のものである。

この「議決理由」は、初めから「日の丸・君が代（の指導）は適法であるので」と、「石原ら（現体制）擁護」の姿勢を明確にして「審査」の申し立てに偏見を持った姿勢で臨んでいる。これでは「検察傀儡審査会」であり、司法制度の中における検察審査会の意義や権威や独立性に大きな疑問をもたせるものである。
　更に、この「議決」は、当方が要求する通達や職務命令の違憲違法性を審査会として一切検討することもなく、
「公務員なのだから、明白に違法な職務命令といえない限り従う立場にある、…自己の思想に反するとして職命に従わないことは職務放棄である、…自己の思想に反する職命を受けたといって、思想良心の自由を侵す行為であると主張することは公務員としての立場を忘れたものである、…仮に一般社会であれば（職命違反は）より厳しい処分を受ける可能性もある、…公務員は全体の奉仕者である…決して傲ることなく謙虚な気持ちで職務を遂行してほしい」
などと、一方的な「公務員の倫理観」ばかりを説くものである。

　当方が「明確に違憲違法な通達や職命」の内容を「裁判の場で審理して欲しい」とする要求を、「職務命令は明白に違法ではない」と（検察の言い分を丸飲みして）判断し、当方の立件要求をあくまでも「門前払い」にして「石原らを裁判にかける」ことを極力回避しようとする意図が見て取れる。　
　これでは、検察審査会は、「権力擁護の体制司法が民主性を装って世間を欺こうとする隠れ蓑」に過ぎないのであり、憲法の番人、司法の目付役、そして、何よりも、検察が独占している訴追権を国民主権の立場から見直し、広く「裁判を求める権利」を保障するための検察審査会としての立場を全く放棄しているといわざるをえない。
３、第三次、「審査」申し立て（’07/1/16）
　　　　　　　　　　議決（’07/4/11）……「不起訴相当」　　東京第二検察審査会
「議　決　通　知　書」
　　　　　　平成19年1月16日付けで審査申し立てのあった脅迫等被疑事件（平成19年東京第二検審 審査事件第2号及び第3号）につき、議決したので通知します。（平成19年4月11日）東京第二検察審査会　　通知書の送達は4月18日
１　告訴人の申し立てに対して
議決の趣旨…本件各不起訴処分は、各被疑者について相当である。
議決の理由…(1) 被疑者横山、同近藤に対する脅迫・強要被疑事件については、公訴時効が完成しているため訴訟条件を欠いている。※1
(2) 都教委の本件通達の発出、職務命令、違反者への戒告処分等は、いずれも法令に基づいて行われた職務行為であり被疑者らの犯罪行為に当たるとは言えない。※2
【付言】ア 教育に携わる公務員は、生徒や保護者等が見ているので、教育行政の中で定められた規定に従うべきである。※3
イ 学習指導要領では、「国旗・国歌の意義を踏まえ、国旗を掲揚するとともに、国歌を斉唱するよう指導するものとする。」とされ、国旗に向かい起立すること、国歌を斉唱することは強制されてはいない。※4
２　告発人の申し立てに対して
議決の趣旨…本件申し立てを却下する。
議決の理由…東京地検検事正から、上記被疑事件は（既に）平成18年12月14日に、東京第一検察審査会において「不起訴相当」の議決がなされた旨の回答があった。※4
【注】「議決の理由」における問題点、及び、反論
※１犯罪事実の起点を勝手に2003年10月23日の「10.23通達」発出時にして、時効完成と強弁している。これでは、司法機関が提訴を受けても審理決定までの時間稼ぎをしていれば、すべて時効になってしまう。
※２本件通達、職務命令、懲戒処分等の発出手続きにかかわる「形式的適法性」を説いているに過ぎず、当方が審査申し立て理由書等で指摘している本件通達、職務命令そのものの違憲違法性、そして、そうした不法な職権濫用に基づく懲戒処分の不当性については全く触れられていない。
※３憲法上の思想良心の自由をどう踏まえているのか説明されていません。また、保護者・生徒が見ているからこそ教育行政の誤りを看過できない教育公務員としての良心について考察されていない。
※４この解釈として、①「学習指導要領は強制していない…だから犯罪ではない」と捉えることもできる。また、②「学習指導要領は強制していない…なのに、 なぜ、都教委は強制できるのか。強制するのか」と捉えることもできる。
しかし、②のような少数意見があったということだけを付言しているに過ぎないと思われる。
※４「一事不再理」の規定から（検察審査会法32条）。しかし、申立人は前回と異なっているばかりか、改めて視点を変えた申し立て理由書も提出されている。そうした主張を全く無視して「却下」というのは不当なことである。
10、 検察に対する裁判所の「チェック機能」の不全
前項６、７、8、9に見られるように、これら東京地裁や東京高裁、最高裁による付審判の「棄却」決定「理由」、及び、検察審査会の「不起訴相当」議決においては、上述したような重大な過誤や欠落が多くあり、本件全体の問題点について十分な審理が尽くされているとは言えず、本件請求人を始め多くの国民に、付審判の「棄却」の理由を納得させることは到底できない。
また、本件、付審判請求「棄却」決定「理由」の内容は、本件の告訴・告発に対する東京地検の「不起訴」処分（罪とならず）に見られる検察の主張をそのまま踏襲したものに過ぎない形式的、表面的なものであり、裁判所（裁判官）の独自の見解も述べられておらず、「検察官と裁判官の一体化」（癒着）を想起させるもので、検察に対する裁判所の「チェック機能」が機能しておらず司法の正義の実現に疑念を抱かせるものである。
本件告訴告発人ら414名は、東京地検への通算6次に渡る「告訴・告発」に際しては、「告訴告発状」は勿論のこと、「上申書」17通、「意見書」120通、「署名簿4229筆」等々を提出している。
しかし、東京地検は本件を「不起訴」処分（罪とならず）（h17［2005］/12/28）とし、その理由の詳細は明らかにしていない。

次に、本件「付審判」請求人388名は、東京地裁への「付審判請求」（h18［2006］/1/5）の申し立てに関し、「付審判申立書」は勿論のこと、「理由補充書(1)(2)」2通、「陳述書、意見書」68通、4千名を遥かに超える新たな「署名簿」等々、を提出している。　

しかしながら、東京地裁は、こうした多くの資料を一顧だにせず、この「付審判」請求を「棄却」決定（h18［2006］/8/1）してしまった。その棄却「理由」は、上述（前項(1)）した通り、被疑者らを「不起訴」処分（罪とならず）とした検察の主張の引き写しであり、本件請求人らの数々の提出書類を検討した痕跡が全く見られないものである。
その後の、東京高裁に対する付審判請求「抗告」申し立てに際しても、同様な「資料」等を多数提出しているが、東京地裁と同じような扱いである。

最高裁に対しても「申し立て理由補充書」を提出しているが、精査した形跡はない。
告訴・告発人や申立人を納得させられるだけの「付審判」棄却「理由」も示せず、権力（権限）をもって一方的な「棄却」の結論だけを押し付けてくることは、権力を笠に着た時代錯誤な「お上」風情の役人根性の「お裁き」であり、近代司法としての民主主義や国民主権の精神に反するように思われる。

これら、東京地検や東京地裁、高裁、最高裁、及び、検察審査会の態度は、本件、被疑者石原らの「日の丸・君が代」強制事件を、何としても「立件したくない」、「裁判にせず、闇に葬りたい」とする「本音」が見え透いているように思われる。　それは、主に、次のような理由によるであろう。
(a) まず、検察が石原らを「起訴」し裁判をすることになれば、検察自らがその責務として総力を挙げて体面を懸けて石原らを「有罪」にまで持ち込まなくてはならない。つまり、石原・小泉らに象徴される現在の超国家主義的保守権力体制を断罪することになる。その公判維持には多大な労力を必要とするため、それには、検察一体となったそれなりの覚悟がいる。
そして、明確な憲法19条の前に、いつまでも公務員の「内在的制約論」はもたない。学習指導要領の「大綱的基準性」や教育基本法第10条等から、「日の丸・君が代」強制の通達や職務命令の内容にも無理がある。どのみち、何処かのレベルでは「検察」が「勝利」してしまい、石原らの「有罪」は避けられない。これは、ロッキード事件での田中首相の有罪に次ぐ社会的・政治的・国家的・国際的な大問題となる。
　しかし、この石原らの「起訴」や「有罪」は、検察を含めた現国家権力体制の首を絞めることになりかねない。そして、これは、現在の日本を支配する保守政治勢力の多くを敵に回すことであり、検察としても「勇気と覚悟」が要り、おいそれと踏み込めるものではない。
その勇気と覚悟を促すものは、「憲法秩序の番人」として大きな意味での「国益を守る」とする検察の「自負」と、国民「世論」の支持だが、本件に関し、現在の国民世論にそれほどの盛り上がりはない。つまり、検察生命を賭すほどのメリットはない。
また、東京地裁や東京高裁で「審判に付す」決定となった場合は、弁護士が「検察官」役を務めることになる。こうなると、「検察」の直接的なコントロールは効かなくなり、審判の行方に「国家権力」（検察）として「責任が持てない」ことになる。
また、裁判所としても、「検察との仲間意識」（癒着）から、本件を「不起訴」とした検察の「顔」を簡単に潰して、本件を「審判に付す」わけにもいかない。また、何より、裁判所としても、本件のような「面倒な」事件を背負い込みたくない。
(b) 小泉政権以来、靖国問題などをきっかけに日本の保守化、国粋主義化は深まり、平成18(2006)年9月末には、「憲法改正」、「教育改革」、「対米強化」をメインテーマに掲げる「より好戦的な国家主義者」といわれる安倍晋三政権が誕生し、日本の教育右傾化促進世論は更に加速した。ここにあって超右翼大物政治家の石原を裁判にかけることは、日本の「反憲法的右翼保守勢力」を一気に「敵」に回し、「司法」全体が支配層から総攻撃される危険が増すことになり得策でない。と考えているように思われる。　（※ 1966年、公務員労働者の争議行為の刑事免責に前向きの判断を示した最高裁「全逓中郵判決」を契機として、政府、財界、自民党などから激しい司法批判を浴び、裁判所が全体としてこれに対抗しきれず、以後、年を経るごとに裁判所が自己抑制的に萎縮し右より旋回して現在に至っている事実がある）
しかし、こうした今こそ、憲法を中心に据えて国を立て直させるのか、権力者やそうした政治勢力に媚びを売り貸しを作って安穏な地位を守ろうとするのか、裁判所（裁判官）にとって、ここは、正念場であろう。
裁判所（裁判官）は、純粋司法判断のみならず、憲法に基づいた国政の道筋を示す「最終的判断者」としての任務を担わされている。そのため、独立して大きく認められた「自由心証主義」の原則の下、何よりもその「合理的判断力」と、深く豊かなその「経験則、論理則、実験則」をもって、誰もが納得し、健全な国家の未来像が描けるような見識を期待されている。
それら、「自由心証主義」による裁判官の自由で健全な精神に国家秩序の最終場面を任せているのである。
ここにあって、東京地裁や東京高裁の付審判「棄却」決定のように、裁判所（裁判官）が、検察判断（検察官）に対する「異質性」や「チェック機関性」を喪失し「検察」と一体化してしまったら「裁判」、つまり、「法の正義」の不在である。
そこで、やはり、国家の精神基盤に拘わる本件は、広く衆知を集めて議論する必要性から、本件を「審判に付し」、公開裁判の場での事実究明が求められる。
11、 司法（裁判所）を取り巻く情勢
(1) 日本に「独立した権威ある司法」は存在するか ?
はじめに、日本に「独立した権威ある司法」は存在するか ?　を、問わなくてはならないことは残念なことである。最近の司法に、行政権力の暴走を許容する歴史の繰り返しを憂うる声は多いように思う。
「日の丸・君が代」の強制者を告訴告発する会（略称：コクコクの会）では、都立校における「日の丸・君が代」強制事件に関して石原都知事らを刑事告訴告発しその司法判断（訴追）を求めてきたが、現在のところ、その結果は下記のようになっている。
① 東京地検への 告訴告発（'04/12/1～'05/12/26）…「不起訴」処分（罪とならず）（'05/12/28） ② 東京第二検察審査会（第一次）審査申し立て（'06/2/17）…「不起訴相当」議決（'06/10/4） ③ 東京第一検察審査会（第二次）審査申し立て（'06/10/31）…「不起訴相当」議決（'06/12/14） ④ 東京第二検察審査会（第三次）審査申し立て（'07/1/16）…「不起訴相当」議決（'07/4/11） 
⑤ 東京地裁へ付審判請求（'06/1/5）…「棄却」決定（'06/8/1） 
⑥ 東京高裁へ付審判請求「抗告」申し立て（'06/9/20）…「抗告棄却」決定（'07/2/23） 
⑦ 最高裁へ付審判請求「特別抗告」申し立て（'07/3/5）…「特別抗告棄却」決定(‘07/4/23)

　どの司法機関もそれぞれが独立した権能を持ち相互チェック機能を求められているにも拘  わらず、意思統一をしているかのように、初めから東京地検の「石原ら不起訴」の結論ありきで、当方が提出した膨大な申立理由書・資料等への解明も一切なく憲法判断を避け本音の見え透いた詭弁的適法性を説く結論しかでてきていない。

　これでは、法（憲法）を盾に権力（者）の横暴を監視し国民主権を守るべき司法が機能せず、権力（者）が一見民主的な法律的装いで国民を欺き統治する隠れ蓑としかなりません。　権力（者）の抑圧（弾圧）から司法的保護が受けられるという意味での国民が裁判を受ける権利（憲法32条）だけでなく国民が権力（者）を裁判にかける権利を司法当局が封殺するものである。
　また、これまでの一連の司法判断のように公開審理もせずに一方的・独断的「判決」（議決・決定）を下すやり方は、「司法独善」乃至「司法ファッショ」とでも言えるものであり、何よりも司法に、①憲法成立理念に疎く憲法擁護の気概がない　②そのため、国家権力を監視する気概がない　③政治行政権力に迎合癒着し三権分立の民主主義的意識が低い　④司法権力間の癒着構造により相互チェック機能が働かない　⑤国民主権であることを忘れ国家主権意識が強まり国民の声などに耳を貸さなくなっている　⑥付審判請求や検察審査会など司法的救済制度の意義に疎い　 等々、憲法の根本理念がことごとく形骸化している現れであるのと同時に、彼ら、権力（者）やそれと結びついた司法当局が、この「日の丸・君が代」強制事件 の「公開審理」（裁判）に耐えられない（つまり敗訴する）ことを感じ取っているからに違いない。（内容的には同内容の民事裁判である「予防訴訟」の 東京地裁判決（'06/9/21）で都側が「完全敗訴」している例がある）
　つまり、今の保守反動権力（者）の政治的安定を守るためには裁判を起こさせない、要は、裁判を「門前払い」するしか方法はないと思っているからに違いないように思われる。
(2) 現在の憲法状態
　　　日本国憲法は、その平和主義、国民主権、基本的人権の尊重等々の内容で、概ね世界に冠たるものの一つといえるのではないだろうか。

　　　しかし、「企業の門前で憲法は立ちすくむ」といわれるように、弱肉強食、成果主義、自己責任、市場経済、規制緩和等々、経済格差が進む経済原理と経営者との力関係の前で、勤労国民の生活と人権を守るべき現場においては、憲法を始め労働法規や社会福祉法規等が殆ど機能していない現実が多くある。そして、年間3万人を超す自殺者がここ数年、ずっと続いている。
　　　
民主主義を学び、真理を探究すべき学校現場でも、最近はとみに、教育行政権力の介入による教員の勤務や教育内容の指導管理の官僚統制が年々強化されている。
教育委員会（教委）が影で強く糸を引くことによる傀儡としての校長の「独裁化」と「校長権限の集中化」とが強まり、かつてのように、自由に意見をたたかわせて教育研究に励む雰囲気は失われ、「もの言えぬ学校」、「もの言わぬ教師」が増え、息苦しい環境となってきている。
本件に関連し見られるように、現代の日本で、名札が貼られた座席に着き、起立して「君が代」を斉唱する口元を都から派遣された監視員が証拠用にビデオ撮影する異様な「卒業式」。
そして、その「君が代」斉唱時に約40秒間不起立でいたことで厳しい懲戒処分を受けた者が、ここ数年で既に400名を超え、「処分」を3度受けると「教員不適格」として「免職」になるということは、どういう憲法状態を表しているのであろうか。
教員としての普遍的良心と、「全体の奉仕者」としての公務員の使命から「憲法」に忠実であろうとする行為が、このような政治権力者による無法に晒されていて良いものであろうか。
　　　他にも、自衛隊の問題を始め、憲法の根幹たる平和主義、国民主権、基本的人権を巡って様々な憲法問題があり、「反憲法勢力」は「憲法が現実的ではない」として改憲を主張している。
そして、いよいよ、政府及び政権党自らの手で、「教育基本法」は、いわゆる「愛国心」を明記したものに「改悪」され（2006/12/15）、憲法9条が主眼の「憲法改悪」も現実的政治日程に上ってきている。
これらは、「現実」が憲法を超えてきた、のではなく、これまで、ずっと一貫して、「現実」に憲法や教育基本法を生かそうとしてこなかった為政者の作為や意図的な怠慢によるものである。不幸なことに、我が国では憲法公布直後から、政府や政権党、為政者自らが憲法を蔑ろにして現在に至っている。

しかし、その反動として、国民の中から、「憲法を守れ」との声が湧き起こることも多いように見受けられる。
(3) 世論の特質と司法の立場
世論は、いわゆる社会の動向を知る上で参考になるものであるが、「健全な世論」が形成される場合とそうでない場合があることはよく言われることである。

これは、「現在の憲法状況」とも関連することでもあるが、我が国の国民性は、有力と見られる方に一気に雪崩現象を起こし、そこでの立場や利益を得ようとする大政翼賛会状況の「世論」を呈することが多いといわれる。そこにあっては、政治的大勢派による一種の集団ヒステリー状況が生まれ少数的意見の排除と攻撃が生まれ、冷静な判断力や公平な評価ができにくい状況が生まれる。また、一方、判官贔屓として、虐げられている側や孤軍奮闘しているものを単純に贔屓する傾向も見られる。しかしこれは、冷静な判断力からの意味合いは少なく極めて捻くれた感覚や気分的なことが多い。
また、最近、とみにいわれる現象であるが、「劇場型」世論傾向といわれ、単純なメッセージの繰り返しで「重大性を演出」したり、特徴のある身振り手振り、そして、過激な言動や語り口の抑揚で強力なリーダーシップを印象づけて興奮状態に引き入れたり一体感に導入したりするアジテーション型集団ヒステリー的「世論」形成である。この場合も、冷静な判断力での同化連帯というよりも一時的狂信的洗脳状態に陥った状態である。また、風俗の流行やこうした国民性までもひとたび勢いを持つと止めどなく膨張する傾向が見られる。
小泉首相や石原都知事の「高支持率」もこうした世論の傾向の結果と分析されている。
そこで、問題は、マスメディアを始め常に冷静、公正・公平であるべき司法までもがこうした「世論」の動向に逆らえなくなってしまうことである。
　　　戦前においても、世論の大勢が政府支持や戦争遂行に傾くと新聞等の言論界のメディアも雪崩を打つように戦争遂行、政府支持のキャンペーンを打ち、アジア諸国への侵略戦争の世論形成を主導していったと言われている。司法も職権をフルに活用して反体制派を取り締まり、天皇制軍国主義体制の裏打ちをした。
　　　司法も世論の反応を気にして、世論に迎合した司法判断（判決）を下すことが皆無とは言えない。しかし、司法は、憲法を始めとする諸法規を厳密に適用して判断を下すわけであるが、いわゆる「法の解釈」の違いにより、世論に支持される判断と不支持を呼ぶ判断があるのは事実であるが、問題は、時の権力、政治勢力とそれに結びついた世論への迎合である。裁判官は世論の多数意見を睨んで判断を下すことになるが、それは実質的にはその時の政治勢力に加担することになるのであり、これは、司法権の自殺行為であろう。

また、反面、市民感情と異なる「判決」を下して、「市民感覚の司法を」といわれることがあるが、この場合の「市民感覚」とは、闇雲な世論迎合のことではなく市民としての普遍的な正義感、公正感、生活感等での判断を求めていることはいうまでもない。
(4) 裁判所の現状
現在の裁判所は、基準作りマニュアル重視の傾向がはなはだ顕著になっていて、何もかも、「先例中心」、「該当基準項目適用」、「形式的要件万能主義」的な考え方で令状を出したり判決を書いたりする傾向が主流であり、いわゆる「裁判所の行政機関化傾向」が促進し、国家組織の中で「司法的チェック」を本分とする裁判所が、検察等からの「令状申請」等において、独自の判断で「ノー」と言うことが殆ど無くなっていると言われている。
これは、裁判所が、権力機関としての機能だけは急速に肥大化させながら、市民の権利を守る機能の方は徐々に無力化していく「官僚司法」へと大きく脱皮、変貌していった経過だと考えられている。

しかし、裁判（審理）というものは、本来、具体的妥当性が第一の筈であり、それは、事件を個別的に担当する裁判官の判断に左右されるべきものである。

そうした点で、東京地裁や東京高裁による本件の付審判請求の「棄却」決定は、東京地検の「不起訴」処分理由（罪とならず）を引き継いだ、極めて「形式的」適法性のみを評価した結果であり、東京地検の「不起訴」処分に対する裁判所独自の「司法的チェック」を怠ったもののように思われる。
　　　また、1999年の司法統計によれば、日本の裁判所第一審での有罪率は例年極めて高く、約99.9％であるそうである。つまりこれは、起訴された時点で殆どの被告は「有罪」を覚悟しなければならないということであり、これを本件に準えれば、被疑者石原らが東京地検により「起訴」、若しくは、付審判請求を受けた東京地裁が「審判に付す」と決定した時点で、被疑者石原らは「有罪」になる可能性が極めて高いという訳である。
確かに、これでは、公判維持能力を保てるかどうか訴追前に検察が慎重になるのを理解できないわけではない。そこで、今回、検察は、被疑者が「反憲法勢力」を代表する超大物右翼政治家・石原慎太郎であり、彼らを敵に回して相手とする負担を避けるために「起訴便宜主義」（刑訴法248条）の効果的な活用（不起訴）を考えついたと理解される。
　　　しかしながら、「国の乱れは司法の乱れ」といわれる如く、か弱き庶民ばかりを厳しく取り締まり、国家を食い物とする巨悪な権力者に手心を加えていたのでは、司法から人心は離反するのみであり司法官としての名誉は得られないであろう。
また、国家機構の中で統治機関としての裁判所の役割は大きく、事実、権力を持った側がつくる「法律」を国民統治に適用して国家体制の維持を図ることから、司法（裁判所）は本質的に「国家権力側」のものである。これは、法体系をもつ専制国家でも勿論のこと、民主主義国家にあっても司法（裁判）が基本的に選挙で勝利した大勢派（体制派）のものであることは否めない。

　　　しかし、そうした、政治的勢力同士が自分たちに有利な司法を求めて司法（裁判権）を奪い合う現実は政治的、裁判的報復を呼び、政情や民心が不安定になる元である。

そこで、国家経営の基本として政治の方針や国民統治（司法）の原則的理念を定めた「憲法」を中心とした「憲政体制」が生み出されてきている。

我が国「憲法」は、国民主権や平和主義、基本的人権の尊重等々を理念とし、且つ、悲惨な戦争経験から、いわゆる「日の丸・君が代」的なものの否定を成立理念としているのである。
つまり、裁判での法解釈や判決は、個々の条文の「形式的適法性」だけではなく、常に「憲法」の条文、更に、その「成立理念」に沿って判断されなくてはならないということである。そうでなければ、時の政治権力や世論の動向にばかり左右されて裁判（法）の「公平性」と「合憲性」が保てなくなるのである。

(5) 戦前司法の総括
戦後政治では、戦前の支配層の流れをくむ右派的な政治勢力や政治思想が連綿として主流を占め、戦前の侵略戦争や国家体制に対する口先ばかりの「反省」で、科学的検証による歴史的「教訓」を学ぼうとしないばかりか、却って、「戦前の肯定」や「郷愁」が語られることがある。

しかし、特に、忘れてならないのは、戦前に警察、検察、裁判所等、司法当局の果たした役割である。多くの国民は、いまだ、このこと多くの疑念をもっている。
先の大戦遂行時における政治家や幹部軍人や幹部官僚の戦争責任は勿論のこと、司法の戦争加担責任、つまり旧帝国憲法下の国家体制における治安維持法等、国民弾圧法令の実施における司法責任等々は、どのように総括されているのであろうか。
当時の警察、検察が反体制派に為した強引な捜査、拷問、そして、それらの取り締まりにお墨付きを与え、具体的に戦前の天皇制軍国主義・全体主義の法体制を支えてアジア諸国への侵略戦争に突入していった当時の裁判所（裁判官）の果たした役割には大きいものがある。

そうした捜査裁判手法の中で生み出された数多くの冤罪、誤判事件について、例えば、戦時下の言論弾圧事件であるところの、いわゆる「横浜事件」に象徴的に見られるように、拷問や謀略で事件をでっち上げ、捜査資料や裁判記録そのものを隠したり破棄したりしても司法関係者は誰一人、責任を取っていないのである。こうなると、人権を守るべき司法は責務を全く放棄したものとなり、もはや、裁判は、権力による国民抑圧の陰謀の「合法性」を装う隠れ蓑に過ぎないものになる。
当時の「法律」を忠実に実現しただけという言い訳は当然あるかも知れないが、司法に携わるものはその道義的責任を重く受け止め常に戒めとすべきであろう。

また、こうした過去から引きずる我が国の権威主義的な司法体質が、民主的な法制となった現在でも、権力者に甘く、庶民に厳しい印象を生んでいる。また、いまだに少なからぬ「冤罪」を生んでいることも心すべきであろう。
そして、普遍的な司法正義の下、国家権力を抑制し、国民が民主的な司法の恩恵に浴することができる社会の実現を目指して司法自らも努力すべきである。
さて、戦前は、いわゆる「日の丸・君が代」が、天皇制軍国主義教育、国粋主義・全体主義的な政治社会体制や精神文化等、旧国家体制のすべての価値観の象徴となっていた。そして、現在、その戦前的精神文化や政治社会体制を懐古し復古を目指す時、いまだに「日の丸・君が代」がその象徴として持ち出される関係にあるのである。そうした視点で本件の「日の丸・君が代」強制問題を捉えなくては、被疑者石原らの真の意図を解明することはできない。

(6) 裁判官への期待　　（自由心証主義）
　① 裁判官の独立性と自由心証主義
刑訴法318条には、「証拠の証明力は、裁判官の自由な判断に委ねる」とし、裁判官の独立性と「自由心証主義」が定められている。そして、裁判官は、司法の最終的判断者として、何よりもその「合理的判断力」と、深く豊かなその「経験則、論理則、実験則」から事件の決着をつける重要な立場にある。それら、裁判官の自由で健全な精神に裏付けられた「自由心証主義」に国家秩序の最終場面を任せているのである。（ここにあって、裁判官の、検察官に対する「異質性」や「チェック機関性」を喪失してしまえば「裁判」の不在である）
そこで、本件「付審判」（特別抗告）の申し立てに関し、最高裁、担当裁判官においては、何ものにも惑わされずに検察資料と本件請求人らの申立書を始めとする数多くの提出書類を精査し、本件事件の本質と問題点を解明し、そして、本件を「（高裁）決定取消」として正式な公開審判（裁判）の場での審理を開始させることを期待するものである。
「疑わしきは被告人の利益に」とか「適正手続きの保障」という原則は、国家（権力者）から攻撃された国民（個人）を保護するための鉄則であるが、国家（権力者）が裁かれる場合は全く逆であろう。疑わしき権力の横暴は、僅かのことも見逃してはならず、形式的適法性（詭弁）に誤魔化されてはならない、とするのが権力者を監視する司法の役目である。
また、本件は、被疑者らが、「日の丸・君が代」を強制している事実、そのために「内心の自由」を蹂躙され苦悩している多くの被害者がいるという事実、そして、被疑者らの職権濫用による脅迫や強要についての「合理的な疑いを入れない程度の証明」が客観的に十分に為されていることが考慮されなければならない。
本件で、被疑者らを審判に付す（訴追する）ことについての必然性は十分に高まっている。
有名な家永教科書検定訴訟の杉本判決（昭和45 (1970)年7月17日）では、「教育行政、ことに国の教育行政は、…教育課程の大綱を定めるなど一定の限度を超えてこれに権力介入することは許されず、このような介入は不当な支配に当たる」と明快に教科書検定の違憲違法性を断じた。
しかし、残念ながら、教科書問題を始め、学校教育を巡っては、その後も続く、反動的な「反憲法勢力」や政治権力側などの国家主義的教育の復活を狙う勢力からの執拗な攻撃に晒されている。しかし、こうした苦難こそ、日本に力強い民主教育を確立していくための試練なのであろう。
そうした途上に、この本件もあるのである。
　　

②-a 最近の出来事 （学校関係）
・平成18 (2006)年3月13日に、東京都教育委員会（以下、都教委）は、いわゆる「3.13通達」を発し、生徒が「日の丸・君が代」に対して「適切な対応（起立・斉唱）」を取らなかった場合も担当教職員の責任とした。つまり、「教師」を人質に捕ることにより生徒の「日の丸・君が代」強制への反発を抑えると同時に、生徒の動向が教師の責任にはね返るため、教師による生徒への「日の丸・君が代」強制指導の徹底を図ろうとするものである。
・同年3月末に、都教委は、中学校の社会科教諭がその授業の中で「先の大戦は侵略戦争ではない」と東京都議会で述べた自民党都議会議員らを実名で批判したり、「新しい歴史教科書をつくる会」主導の扶桑社版教科書を「侵略の正当化教科書として歴史偽造で有名」と指摘したりしたことなどを理由に、その教諭を「公務員としての自覚や責任感が欠如している」として分限免職処分とした。
・同年4月13日に、都教委はいわゆる「4.13通知」を発して、学校での「職員会議等における挙手や採決の禁止」を明文化し、校長のリーダーシップや決定権を絶対的なものとし、学校の意思決定における民主的ルールを完全に否定した。これは、主に、「日の丸・君が代」強制問題が職員会議等での議題となり否定的な結論が導き出されるのを阻止する目的を持った動機から発せられたものである。

・同年6月9日に、今春の都立学校の卒業式・入学式の「予行練習」等の際に、教員が生徒に、憲法19条の「内心の自由」について説明したことなどが「不適切な指導」にあたるとして、教員7名を「厳重注意」処分とした。
・同年6月13日に、埼玉県戸田市の教育長が、市議会での議員の質問に「（君が代斉唱時の「不起立」には）はらわたが煮えくり返る思いである」と答弁し、今春の全市立校での卒業式・入学式に於いて「君が代」斉唱時に「不起立」であった来賓や保護者の氏名、人数等を　調査することを言明した。
　このことは、被疑者石原らの不法行為が、石原らの超右翼思想に共感する地方の反動的指導者や支持勢力を力づけ、権力者の意に反する思想や行動を容赦しないとする全体主義、権力主義的な行政が全国に広がる余地のあることを示している。

・同年7月27日に、都教委は、都立の中高一貫校「白鴎高校付属中学」が来春から使う「公民」教科書を、全国シェアが0.2％にしかならない「新しい歴史教科書をつくる会」の主導で編集された扶桑社版を採択することを決めた。これは、都内の公立中では初めてとなる。なお、白鴎高校付属中学など中高一貫の都立中４校では、歴史教科書も同社版を使っている。
②-b 最近の出来事 （社会関係）
・ここ数年来、マンション等の共用部分のポストに政党ビラや反戦ビラを配布しただけで何人もが「家宅侵入罪」で逮捕され長期間拘留されたり、多くが有罪判決を受けたりしている。

・平成17 (2005)年9月30日、大阪高裁は「小泉首相の靖国神社参拝は違憲」との判決を下した。（同年10/12に確定）記者団にその感想を聞かれた小泉首相は、「傍論であり（自身の靖国参拝に）影響はない」と言ってのけ、司法判断をあからさまに無視する態度を明らかにし、その後、個人の「内心の自由」を理由に「靖国神社」参拝を行った。
・また、小泉首相の靖国参拝に批判的な言動をしていた有力政治家（加藤元自民党幹事長）の実家が右翼関係者により放火全焼（2006/8/15）させられた。

更に、暴力的右翼などから電話や郵便、メールなどで、その言動や行動が批判され「脅迫」を受けたりしている議員や社会運動家、学者、ジャーナリスト、作家たちも数多い。
しかし、こうした言論を圧殺しようとする動きに、政府や司法は、それを「容認」しているかの如く反応は鈍い。
・更に、外務省認可の日本国際問題研究所の編集長が、そのホームページに「日本はいかに中国を想像し、自国を見ているか」と題して、「日本国内のタカ派ナショナリズムの高まりと、小泉首相らの靖国参拝を『靖国カルト』と表現し、日本の政治的見解は海外では理解されない」とする論文を載せた。
しかし、それが「右翼的全国紙」として知られる産経新聞により、「中国などの日本攻撃をそのまま正しいかのような論旨で、現在の日本外交や安保の根本を否定するような意見を対外発信する『公的な反日論文』である」と批判（2006/8/12）されたとたんに、同研究所理事長は、同ホームページを閲覧禁止にし、産経紙上で、「公益法人としての当研究所の立場に相応しくない表現や…誤解を招く用語などがあった」と反省を表明し、日本の「研究機関」では、様々な意見の表出や自由な立場の研究が許されない実態が明らかにされた。
これに対し、米紙ワシントン・ポスト（電子版）は、2006年8月27日付けで、「（日本では）ナショナリズムの高まりに後押しされ、思想統制が本流になりつつある」と、論評している。
上述のような、最近の学校現場の状況や、社会、政治状況を見てみると、日本の現実は、権力的な抑圧や統制が確実に力を増してきている。そして、国民は、「憲法の理念」から遠く離れたところへ向かわされているように思われる。

ここにあって、本件「日の丸・君が代」強制事件は、東京地裁や東京高裁の付審判「棄却」理由書がいうように、本件「10.23通達」やそれに基づく「職務命令」は、学習指導要領に沿う「形式的適法性」を備えた「日の丸・君が代」の敬意尊崇表出形態を定めた単なる「通達」文どころではなく、正に「ナショナリズムを高めるための思想統制」を押し進める目的を持った思想改造命令書であることがはっきり見極められる。
学校から、教員から、生徒から、思想信条の自由を奪い取る不条理な権力の横暴を許し、この国に再びものを言えぬ暗闇をもたらすのか、言論・表現の自由を守る憲法を生かして民主主義の教育を目指すのか、本件、「日の丸・君が代」強制問題は、正に、「日本の岐路」を決する事件の一つであるといえるのである。
　　
　　③ 裁判官への期待
戦前の司法（裁判所）は天皇制の国家体制を守るのが大義であり、その前で、臣民などは蹴散らかされていたのだが、国民主権の現在は、例え「体制」が壊れたとしても、「人権」が守られなくてはならない建前にある。そうした意識に立ち切れている司法関係者はどのくらい居るであろうか。時折、新聞等での裁判報道をみていると、司法（裁判官）が、「市民感覚」を持ち得ず、国民の側に立ちきれず、「判決」を下している場合が多く見られる。そうした、大きな国家（役所）や権力者の前に、法の正義が実現されず、無念な思いをしている国民はいまだ多くいるように思われる。
　
これまで、人類の歴史的には、長らく、権力者そのものが絶対的な「法」であり、また、司法体系を整えていたとしても、それらの多くは、国家（支配階級）体制を守る国民支配の道具として機能するため、常に国家（権力者）側にあり、国民の側には立ち切れないでいた。

しかし、先人の弛まざる努力と、膨大な犠牲の上に、ようやく、世界の平和主義の理念、民主主義や国民主権の理念、基本的人権尊重の思想等々が築かれてきた。そして、日本においては、それらを「日本国憲法」として結実させている。
　
こうした歴史の下で、裁判所（裁判官）の果たすべき基本的使命は、人々の平和への思いや人間らしい豊かな暮らし、そして、そうした願いを阻害する国家や権力者が引き起こす、戦争や全体主義への不安、社会の不正義や不平等への怒り等々、を真正面から受け止め、「人民の護民官」として人権擁護機能の歯車に徹することと思われる。
それによってこそ、広範な国民から「信頼される裁判所」、「名誉ある裁判官」と認められるであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
12、 最新の情勢
(1) 東京地裁、「予防訴訟」原告全面勝訴 判決　　　（ ’06(h18)/9/21）
　　2006(平成18)年 9月21日（木）東京地裁民事36部（難波裁判長）は、都立学校の教職員らが原告となり、都と都教委を被告として、国歌斉唱義務不存在確認等と損害賠償を求めた訴訟（いわゆる「予防訴訟」）について、原告らの訴えを全面的に認めた。
その判決内容は、「10.23通達」を違法とし
① 原告らに卒業式等における国歌斉唱の際に、起立、斉唱、ピアノ伴奏の義務がないことを確認する。　　　　　　　
② 起立、斉唱、ピアノ伴奏をしないことを理由にいかなる処分もしてはならない。
③ 10.23通達によって原告らが被った精神的損害に対する慰謝料、一人あたり3万円の支払いを命ずる。
とする極めて画期的なものである。 　
また、判決は、「10.23通達」の違法性として、

(a) 過去の歴史的事実から国民の間に様々な見解や感情があるのに、起立、斉唱、伴奏を命ずる「10.23通達」の内容は、「日の丸・君が代」を一律に処分をもって強制するものであり、
　☆ 憲法19条の内心の自由を侵害する。
(b) 都教委の校長らに対する指導名目の締め付けや卒業式等での工夫や教育の余地を残　　　　さない通達、及び、一方的な理論観念を強制する「学習指導要領」等は、
　☆ 教育基本法第10条の「不当な支配」にあたる。
と断じ、憲法で保障された思想良心の自由の重要性と学習指導要領の「大綱的規範」性を真正面から取り上げ、明確に判示した。

この判決は、我々が「石原らを告訴告発運動」の中で受けてきた、東京地検の「不起訴」処分(‘05/12/28)、東京地裁の「付審判請求・棄却」(‘06/8/1)、東京第二検察審査会の「不起訴相当・議決」(‘06/10/11)、東京第一検察審査会の「不起訴相当・議決」(‘06/12/14)、等々に共通する通達や職務命令の「法規性のある学習指導要領に由来するという形式的適法性」や「公務員の憲法的権利の内在的制約」という屁理屈に終始し、日の丸・君が代を強制する「10.23通達」そのものの「司法判断」を避けてきた権力側の論拠を、ことごとく一蹴し、我々の主張する「通達や職務命令に基づく日の丸・君が代強制の違憲違法性」石原らの違憲違法な刑事犯罪を立証するものである。（詳しくは、本稿13ページからの「５、東京地裁による付審判請求「棄却」決定理由書について」を参照）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
なお、2006(平成18)年12月23日に、これまでの「日の丸・君が代」強制に関し、君が代斉唱時に起立をしなかったり、ピアノ伴奏を拒んだりして「懲戒処分」を受けた都立学校の教職員の被処分者171名が「都人事委員会には公正な審理は期待できない」として、民事訴訟による処分撤回と損害賠償を求めて原告団を結成した。2007年2月9日に東京地裁に提訴する予定。「日の丸・君が代」強制にかかわる処分取り消し訴訟としては過去最大規模となる。なお、都教委によると職務命令違反で処分された者は、これまでで延べ345名にのぼる。
　弁護団によると、「旭川学テ訴訟」最高裁判例('76/5/21)や東京地裁の「予防訴訟」原告勝利判決('06(h18)/9/21)などから、改悪・教基法（'06(h18)/12/15成立12/22公布）の下でも「日の君」強制は許されないとしている。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

※　本件「日の丸・君が代」強制事件は、「不起立」処分の撤回や損害賠償を求める「民事裁判」や、君が代斉唱義務等の「不存在」確認を求める「予防訴訟」等と異なり、
職権を濫用した「通達」や「職務命令」を発することにより、国歌（君が代）斉唱等の「義務無きこと」を強要し、また、「苛酷な処分を背景にした職務命令」による脅迫をもって、憲法的権利（内心の自由等）の行使を妨害する犯罪行為を行っている石原らを、「憲法や民主主義を陵辱する罪」として具体的に、職権濫用罪、強要罪、脅迫罪で「刑事裁判に掛ける」ことを目的にしているところに特徴がある。
(2) 「改悪・教育基本法」の成立　　（’06(h18)12/15）
政府・与党（自民、公明）は、2005(平成17)年に、国会が郵政問題で混乱した時、当時の小泉首相が「郵政改革、賛成か反対かの一点を問う」として衆院を解散し、世に言う「刺客」騒動まで巻き起こして9月の総選挙に打って出た。そして、議席の三分の二を超える（思いもかけぬ）大勝を手にして郵政「改革」をやり遂げた。
　2006年9月末、後を継いだ安倍首相は、その「郵政選挙」で得た数の力を頼んで、今回、その当時の選挙公約にもない「教育基本法改悪案」や、防衛「省昇格法案」の制定を強行した。（’06(h18)12/15）

　彼らは、教育基本法が「GHQに押しつけられた」と「生い立ち」をやり玉に挙げたり、抽象的に「時代に合わなくなった」というだけで、具体的に社会問題化している子どもの「学力」、「イジメ」、「自殺」、 「学科未履修」問題等々に、改悪・教育基本法がどのように対処できるのかを何一つ示せぬまま、ＴＭ（タウンミーティング）における「嘘」、「ヤラセ」での改悪賛成世論形成操作、そして、疑問点が何一つ解明されぬまま、最後には、教基法特別委での「だまし討ち」や本会議での「数の暴力」による正面突破という、 国権の最高機関を体現する（与党）議員としては恥ずべき暴挙に出た。
　これは、初めから（数を頼んでの）「成立ありき」の魂胆であり、委員会審議も公聴会も単なる「通過儀礼」に過ぎず、議会審議に対する国民の期待や信頼 を根底から裏切るものである。彼らには、真剣な討議で「最善の法律」をつくる気など更々無かったことが明白であり、議会人としての誇りのない「恥知らず」としか言いようがない。
　そして、約60年の歴史をもち、日本初の「民主教育の記念碑」とも言うべき、子どもの教育の「理念」を謳う大切な法律を、こんなに「簡単に」改変し、しかも、道理も大義もない方法で慌ただしく「成立」させてしまった。

　「今、何故、改正を急ぐのか」、「党派を超えて慎重審議すべき問題」との、7割ほどにもなる国民世論を無視し、今回、教育基本法の改悪を急いだ理由は２つあると思われる。
　一つは、「戦争のできる国づくり」への憲法（9条）改悪に向けて、その地ならしとしての教基法を「改悪」するには、国会で議席の大多数を占める今しかないという理由（苦戦が予想される来夏の参院選で過半数を割れば否決される可能性が高い。更に、この参院選での協力を得たいが為に昨年の「郵政」に反対して自民党を離党した議員たちを無節操にも11人「復党」させた）
　二つ目の理由は、教育基本法の改悪を急ぐことによる国家主義教育の先取りで、教育現場をより「国家主義化」し国家（行政）による教育介入を強めることによりそれに慣らせ、彼らがよく使う言い方によれば、現憲法が「時代に合わなくなった」との状況を早期につくり出しておこうとしているからに他ならない。
　つまり、真に「子どもたちの教育」を改善したいという志よりも、憲法（9条）改悪に先駆けて、今回の「改悪・教基法」にあるように、「教育の理念」に「公」の精神（愛国心・国家主義）を明記すること、そして、教育への国家（行政）介入に正当性をもたせる文言を盛り込むことが最大の目的である。つまり、「個」を伸ばす教育から「公」に忠実な教育への転換である。そして、公に忠実な「教育」は、「家庭」に第一義的な責任を負わせた。
教育への国家（行政）介入に「正当性」をもたせた今回の「改悪」によって、「日の丸・君が代」強制の「正当性が強まる」危険もあるが、国会審議の中で、伊吹文科大臣の「教育行政の施策も（教基法上）の「不当な支配」になりえる場合がある」との答弁を引き出している点、また、なによりも、この改悪・教基法の一部や「日の丸・君が代」強制が憲法に違反している事実は何ものをもっても覆いがたく、我々の闘いが大きな正当性をもつものである。

ほぼ同時に、防衛「庁」を防衛「省」に昇格させる法案も成立し、自衛隊の海外派兵も「本来任務」となった。これも、憲法（9条）改悪のための「先取り」行為にほかならない。
　本来は、憲法を「変えて」から、それに合わせて関連法令を整備し直していくのが「筋」だが、政府や官僚の常套手段として、古い談合体質による「既成事実」の積み上げで「どうにもならなくしていく」のが日本政治の悪しき風土であるようである。

　いまでも、石原らによる「日の丸・君が代」強制で、都の教育右傾化が危機的な状況にあるが、この国家主義や管理統制を強化した「改悪・教育基本法」の 公布 (‘06/12/22)により、これを「根拠」として日本全体の教育政策がますます右傾化、国家主義化、官僚主義化していくであろうことは、想像に難くない。
　当時の国会で「国民や学校現場に強制することはない」と約束したあの「国旗国歌法」（1999年）が、今や、都の「日の丸・君が代」強制通達で、約400人近くもの教職員が懲戒処分される事態となり、「《日の丸・君が代》強制による教師の大量処分は、恐怖政治といえるファッショ的暴挙であり、（300名を超える処分は）教育史上最大規模の思想弾圧事件である。石原都政によって学校現場は何もかもが狂ってしまった」（佐藤 学《東大大学院教授》）事態となっているのは周知の事実である。
　　　戦前の天皇制軍国主義教育により、日本国民のみならず他国民にも多くの被害を強いた戦争への痛烈な反省から、教育への政治権力（行政）からの介入を極力防ぎたいとし、憲法とは別の「教育憲法」としてつくられた「教育基本法」制定の中心になった東京帝大の南原繁総長は、「一度も総司令部から指令や強制を受けたことはなかった。(中略)すべてはわれわれの自由の討議によって決定した」と言い切り、次のように強調しました。「今後、いかなる反動の嵐の時代が訪れようとも、何人も教育基本法の精神を根本的に書き換えることはできないであろう。なぜならば、それは真理であり、これを否定するのは歴史の流れをせき止めようとするに等しい」と、述べている。
　(3) 最高裁、「君が代」ピアノ伴奏拒否に「上告棄却」の 判決　　（’07(h19)02/27）
　
東京都日野市立小学校の入学式で「君が代」のピアノ伴奏を拒否して戒告処分を受けた音楽教諭が都教委の処分の取り消しを求めていた上告審の2007(h19)年2月27日（火）の判決で最高裁第３小法廷（那須弘平裁判長）は、「公務員は全体の奉仕者であり、伴奏を命じた職務命令は憲法19条に違反しない」との判断を示し上告を棄却しました。　しかし、陪席の藤田宙靖裁判官はこれに反対し、高裁へ差し戻すべきとの少数意見を述べました。「日の丸・君が代」を巡る教職員への処分に関する最高裁判決としては初めてのものです。
判決では、ピアノ伴奏命令について「特定の思想を持つことを強制したり禁止したりするものではない」とし「原告の思想・良心の自由を侵すものではない」としています。　それに対し、少数意見の藤田裁判官は、「ピアノ伴奏の強制は原告の信念・信条にとって極めて直接的抑圧と苦痛をもたらすものであり、職務命令と思想良心の自由との関係については更に慎重な検討が加えられるべきである。人権制約の「公共の利益」の内容については十分議論されているとは言えない」としています。
判決の多数意見は、卒業式の秩序維持ばかりを強調し人権を守るべき憲法論的な説明責任を一切果たしていないと同時に、行政の行き過ぎに歯止めをかけるという、憲法秩序を護るべき裁判所の職責も放棄し、時の政治権力に迎合しその横暴に「合法性」のお墨付きを与えて国民に盲目的服従を強いるものと 言わざるをえません。
　　
また、原告はピアノ伴奏拒否を事前に表明し、「式」当日において「伴奏拒否行為」をして「式」を混乱させたわけではありません。 「式」そのものは伴奏テープで混乱無く終了しています。つまり、通達や職務命令の主目的である「日の丸・君が代」中心の「厳粛な式」は滞りなく行われており、ここ にあっては、「式」の進行に全く実害のない原告の「ピアノ伴奏拒否の信条」が戒告処分されていることになります。　
と、いうことは、「公務員として人権が制約されるのはやむを得ない」ことを理由に職務命令に従わねば「懲戒処分」するということを背景として、「原告によるピアノ伴奏そのもの」の外形的行為を強制する「職務命令」の形を取りながら、原告の内心の 「思想・信条」に国旗国歌尊崇の「特定の思想を強制したり禁止したりしている」ことになります。
　
　なお、この判決は、現在数多く争われている同種の裁判や学校現場の「日の丸・君が代」問題全体への萎縮効果を狙ったものです。　この判決は、ピアノ伴奏に限ってのものであり、「日の丸・君が代」への起立・斉唱等を強制する是非までを判断したものではありません。
　2006年末、与党単独で採決を強行し成立させた「改悪・教基法」('06/12/15)により、学習指導要領や法律に載せれば行政は何でも出来てしまうということになってしまいました。これからもこうした判決や行政の横暴を許さない強固な世論の構築が早急に求められます。
　 (4) 最高裁、「日の丸・君が代」強制事件の「特別抗告」を「棄却」　（’07(h19)04/23）　
※ 第8項を参照　（本レポート　32ページ）
(5) 改憲用 「国民投票法」の成立　（’07(h19)05/14）　
2007年5月14日、憲法改正手続きとしての「国民投票法」が参議院で成立しました。これで、憲法9条（戦争の放棄）を最大の争点とする、最短4年後の改憲へ向け、改憲世論の醸成が政府与党主導の下でまっしぐらに加速されることになります。しかし、この法律には拘束力の無い付帯決議が18件もついており未成熟なものです。
主な問題点をあげると、
１、国会により発議された憲法改正案に対して、賛成票が有効投票総数の二分の一を超えた場合を（国民の）「承認」としているが、最低投票率の規定をしない。また、有効投票の総数に白票を数えない等により、最悪の場合、国民の1～2割の賛成で「承認」になる可能性がある。

２、投票権者は18歳以上としているが、他の法令との整合が済んでいない。

３、国会に「国民投票広報協議会」を置き、その委員の数は議席数に比例させる。と、しており、「国民投票」の広報と言うよりも、（国民の）「承認」を得るための偏った広報になる危険性が高く公平性が保てないと思われる。（少数野党は委員を出せない場合も有り。また、そもそも、改憲に反対する政党には配分しないという意見も有る。）
４、公務員や教育者が地位などを利用した国民投票運動の禁止をしているが、「地位利用」の規準があいまいであり、結局、「処分」を恐れる公務員や教員の改憲反対運動の「萎縮」を狙うものとみられる。
５、基本的に公務員の「政治的行為」は禁止される。勤務時間外の私的行為をどこまで認めるか、今後3年間で詳細を決めるとされているが、「組織的にビラを作成することを禁止すべき」という意見もある。
６、組織が多数の投票人に対し、その利害関係を利用して賛成又は反対の投票の勧誘、誘導を禁止する。（組合の反対集会への動員費等の禁止）
いずれにしても、憲法改正にむけて国民の自由闊達な議論の盛り上がりを作り上げると言うよりも、規制強化による反対（不承認）運動の「封殺化」を狙っていると見られる。何より、公務員や教員、労組や団体の国民投票運動を規制強化することは、国民として、社会人としての表現の自由や思想良心の自由を奪うことになり、事実上、反対（不承認）意見の封じ込めを図り、賛成（承認）派を利することにしかならないと思われる。
７、改憲原案を国会に提出できない3年間の凍結期間内でも改憲案の大綱や骨子は作成できるので、実質的な改憲論議に踏み込め、改憲を進めようとする政府与党にとって十分な広報期間となる。
８、財力に応じた自由な宣伝活動と投票日２週間前の宣伝運動の禁止。宣伝活動に資金的規制を設けないことは、財力や媒体が豊かな政府与党側（承認賛成派）に圧倒的に有利と見られる。また、投票日前の冷却期間としての二週間の宣伝運動の禁止は、実質的に世論の動向から国民の目を遠ざけることになると思われる。
９、マスコミ等への「偏向報道禁止」は、実質的に反対批判報道の規制につながる。等々
結論的に、最低投票率等を決めず国民投票のハードルを極力下げたり、公務員や教員や組合やマスコミ等、組織力や影響力の有りそうなところの改憲反対（不承認）運動の締め付けを謀ったりするこの国民投票法は、国民投票で改憲案の「賛成承認」を得るためのなりふり構わぬ露骨な反対派つぶし法といえます。
(6) 東京地裁、「君が代」強制解雇裁判で撤回請求 「棄却」の 判決　（’07(h19)06/20）
卒業式等での「君が代」斉唱時に「不起立」であったなどとして再雇用を取り消され事実上「解雇」された都立高教員10人が、「解雇」処分の撤回を求めた「君が代」強制解雇裁判で、東京地裁民事11部（佐村裁判長）は、請求「棄却」の判決を下しました。　原告弁護団は、判決を不当として直ちに「控訴」する方針を確認しました。
2007年6月20日の第16回判決公判には、88の傍聴席に265名の傍聴希望者が並び、コンピュータによる抽選となりました。しかし、その公判は、冒頭写真撮影が約2分間、そして、開廷直後、「本件の請求を棄却する」と判決主文を読み上げた裁判長が退席するまで約10秒間のあっけないものとなりました。これだけを見ても、2004年6月17日の提訴以来、15回の公判に約3年をかけた10名の原告に対し裁判所は極めて不誠実な態度であったといえます。しかも、この民事11部は「労働問題の専門部」でありながら、今回の審理の結果は、労働者の訴えに真摯に耳を傾ける「労働裁判」になっていません。
　2006年12月27日の結審以来、2007年6月20日の判決まで半年も費やしましたが、これは、都が全面敗訴した画期的な「予防訴訟」判決('06/9/21)の印象を弱め、その後の教育基本法の改悪('06/12/15)、最高裁ピアノ伴奏訴訟の「上告棄却」判決('07/2/27)、石原都知事三選 ('07/4/8)、国民投票法('07/5/14)の成立等々、世論の動向や天皇制志向等、それに政権与党の意向を見極めた上での「国策司法」による結論であることは明らかです。
今回の判決は、① 「職務命令」は個人の内心の自由にまで踏み込んでおらず一般的に認められる。②学習指導要領の国旗国歌指導の実施率が低かったからこその「通達」でありやむを得ない。よって旧教育基本法10条の不当な支配に当たらない。③僅か40秒の「不起立」でも職務命令違反は勤務成績不良にあたり、裁量権や職権の濫用には当たらない。とし、原告らが求めている「通達」や「職務命令」そのものの憲法19条違反には全く踏み込もうとせず、事件の本質から全く目を逸らせた裁判法理は、石原らを告訴告発している付審判請求での裁判所や検察審査会が持ち出してくる論理と全く同じであり、彼ら裁判官の間では、「日の丸・君が代」問題での対応を「意思統一」しているかのようです。そこには、裁判官の良心に基づく独立性や主体性が全く感じられません。
　更に、「不起立」は（卒業式）全体の指導効果を減衰させ教育活動の妨害行為であり、示威行動になるなどと一方的に断じている点は、裁判官としての良識や憲法感覚を疑います。正に「裁判官が日本の民主主義を滅ぼす」事態が生まれています。
　行政（権力者）の行き過ぎをチェックし、主権者国民の人権を護るべき裁判官の役割を忘れ、国民を権力者に売り渡すに等しい判決と言えます。
以　上
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